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は じ め に 

 

 

近年、スマートフォン、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキ

ング・サービス）等の普及に伴い、インターネット上での人

権侵犯といった問題が発生するなど、社会を取り巻く情勢や

環境は急速に変化しており、人権に関わる問題が複雑・多様

化しています。ここ数年の新型コロナウイルス禍の際には、感染者やその家族、医

療従事者等が不当な取り扱いを受けることがあったのは記憶に新しいところです。

また、同和問題（部落差別）をはじめ女性、子ども、障害のある人、高齢者などに

対する人権侵害なども依然として存在しています。 

このような状況を解消するため、２０１７年（平成２９年）３月に制定した「第

５次和歌山市長期総合計画」の目標としている「誰もが安心して住み続けられる

持続可能なまち」の実現と、２０１８年（平成３０年）２月に改定した「和歌山市

人権施策推進指針」の基本理念である、「市民一人ひとりに人権意識が根づき、人

権が尊重される社会の実現」に向け、またさらなる教育・啓発の充実及び相談・支

援の充実を図ることを目的として、「和歌山市人権施策推進行動計画」を改定しま

した。 

今回の行動計画には、改正障害者差別解消法の施行により、事業者に対する合

理的配慮の提供が義務化されたことについての周知啓発、ＬＧＢＴ理解増進法施

行による研修支援や啓発活動、また保護者の育児負担を軽減する子育て短期支援

事業などを追加しました。２０２４年（令和６年）から、この改定された行動計画

に基づき、さまざまな人権課題に取り組んでいきます。 

最後になりましたが、この行動計画の改定にあたり、ご議論をいただきました、

和歌山市部落差別をはじめあらゆる差別をなくする審議会の委員の皆様をはじめ、

ご協力をいただきました多くの皆様方に厚くお礼申し上げます。 

 

 

 

 

２０２４年（令和６年）３月                    

和歌山市長 尾花 正啓 
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☆行動計画内の表示について 

 

【担当課】 

担当課は、２０２３年（令和５年）４月１日付け組織改正後の課名を記載しています。 

 

【２０１９年（令和元年）度和歌山市人権問題に関する意識調査】 

この調査は、次の方法によるものです。 

 

○調査の対象者      １８歳以上の和歌山市民 

○調査の対象者数     ５，０００人 

○調査対象者の抽出方法  住民基本台帳より無作為抽出 

○調査票の配布方法    宅配メール便による送付 

○調査票の回収方法    郵送（調査票及び返送用封筒は無記名） 

○調査期間        ２０１９年（令和元年）５月２９日から 

６月２８日まで 

○調査票発送数      ５，０００人 

○調査票回収数      １，４１５人（平成２５年度実施時は１,７７８人） 

○回収率         ２８．３％（平成２５年度実施時は３５.５％） 

○集計結果についての留意点 

 

（1） 本文や図表中で比率を表す数値（単位：％）については、小数点第２位を四捨五入し、 
小数点以下第１位までを記載している。 

（2） 各選択肢の回答者の割合として示している数値は、回答総数に対する比率ではなく、回 
答者数に対する比率である。従って、複数回答（一人の回答者が複数の選択肢を回答する） 
形式の設問においては、各選択肢の回答率の合計は、原則として１００％を超える。 

（3） 上記（1）の処理がなされているために、単一回答（複数選択肢から１つだけ選んで回 
答する）形式において、図表中に示された各種選択肢の回答率を合計しても１００％にな

らないことがある。 
（4） 本文グラフ内のＮの値は、回答者数を表している。 
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第１章 基本的な考え方 
 

１．基本理念 
世界人権宣言及び日本国憲法の理念では、すべての人に基本的人権の享有を保障し、

法の下に平等であると定めています。 

わが国における人権の歴史をみると、同和問題（部落差別）をはじめあらゆる差別

や人権侵害の撤廃を求めて地道な努力が行われ、人権の確立を一歩ずつ実現してきて

います。しかし、近年において、いじめや女性への暴力、子どもへの虐待といった問

題が顕著になるとともに、スマートフォンや※ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキン

グ・サービス）の急速な普及によるインターネット上での人権侵害が多様化していま

す。 

こうした状況の中、本市においても、人権が尊重される社会づくりを目指して、人

権に関する各施策を推進してきましたが、今なお、さまざまな人権侵害が発生してい

ます。中でも、わが国固有の差別である同和問題（部落差別）については重大な人権

問題として捉え、１９９４年（平成６年）に「和歌山市部落差別をはじめあらゆる差

別をなくする条例」を施行し、それに関わる審議会を設置して多くの課題に取り組ん

できました。 

 国においては、２０１６年（平成２８年）４月１日に「障害を理由とする差別の解

消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」、同年６月３日に「本邦外出身者に対す

る不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律（※へイトスピーチ解消

法）」、同年１２月１６日に「部落差別の解消の推進に関する法律（部落差別解消推進

法）」がそれぞれ施行され、今まで以上にあらゆる人権問題に取り組んでいかなければ

なりません。 

「市民一人ひとりに人権意識が根づき、人権が尊重される社会の実現」を基本理念

に掲げ、すべての市民の人権が守られ、現在および将来にわたり、安心して住み続け

られる和歌山市を目指して、人権に関する教育・啓発活動や差別解消のための取組を

はじめ、さまざまな分野における人権施策を総合的に推進します。 

そのために、本市では、この度、人権施策の指針となる理念と実現のための方向を

示した「和歌山市人権施策推進指針」にしたがって「和歌山市人権施策推進行動計画

[２０２４年（令和６年）度～２０２６年（令和８年）度]」を改定しました。 

今後も人権に関わるさまざまな法律の制定・施行をはじめとする近年の社会状況等

を考慮して、定期的に改定していきます。 
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２．基本的な視点 
和歌山市人権施策推進指針に掲げた基本目標を達成するために、以下の視点で施策

を推進します。 

（１）人権意識の高揚 

人権が尊重される社会づくりを行うためには、差別や排除によって、人間の尊厳

を侵すことのないよう、一人ひとりが人間の尊厳の大切さを認識していくことが重

要です。 

市民の暮らしのあらゆる場面で人権尊重の視点が取り入れられるよう、日常的に

人権感覚の醸成を図り、一人ひとりの人権意識の高揚に取り組んでいきます。 

 

（２）人権重視の行政 

人権が尊重される社会づくりを行うためには、まず、市職員が自らの人権意識を

高め、人権感覚をみがき、常に人権尊重を重視して、あらゆる分野の施策を推進し

ていくことが重要です。 

また、さまざまな人権行政に関わる制度が硬直化することのないように、市民の

目線に立った制度の創設・運用を図っていくとともに、公権力による人権侵害が起

こらないように既存の施策や制度を常に点検し見直しを図り、人権尊重の行政とし

て改善していきます。 

人権に配慮した適切なサービスを提供していくとともに、市民一人ひとりが人権

尊重の意識を定着させていけるよう、人権行政を積極的に推進します。 

 

（３）市民の努力 

人権が尊重される社会づくりを行うためには、市民が互いの人権を尊重し支え合

うことが重要です。一人ひとりが人権の主体であるとともに、人権問題を自らの問

題として捉え、人権尊重社会の担い手となるよう、市民の主体的な取組を促進しま

す。 

 

 

３．計画の性格 
 

◎ 本市における人権施策展開にあたっての基本的方向を示すとともに、個別の人権

課題の方向性を明らかにし、総合的かつ体系的に人権施策を推進するための行動計

画となるものです。 

 

◎ 国の「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」や「人権教育・啓発に関する

基本計画」の趣旨に積極的に対応するものとします。 

 

◎ 本市の「和歌山市人権施策推進指針」の趣旨を尊重し、各種部門に関する計画と

の整合性を図るものとします。 
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４．計画の体系図 
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遍 
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課 
題

へ 
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取 
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２ 
個 
別 
課 
題 
へ 
の 
取 
組 

１ 人権教育・啓発 
の充実 

（１）人権教育の充実 
（２）人権啓発の推進 
（３）特定職業従事者に対する人権教育・ 

啓発の推進 

２ 人権相談・支援 
の充実 

３ 人権尊重のまち 
づくり 

（１）相談・支援体制の充実とその周知 
（２）連携・協力体制の強化 

（１）市民等の主体的な取組の促進 
（２）人権行政の推進 

（１）環境と人権 

（２）公権力と 
人権 

（３）市民相互の 
人権 

（１）同和問題 
（部落差別） 

（２）女性の人権 

① 生活環境の保全 

① 人権に配慮した行政の推進 
② 相談体制の充実 

① 住民協働による地域社会づくり 
の促進 

① 問題解決に向けた教育・啓発の 
推進 

② 相談体制の充実 
③ 雇用の安定向上 
④ 生活環境の向上 
⑤ 本市の施設の活用の促進 

① 男女平等意識、性の尊重に関す 
る教育・啓発の推進 

② あらゆる分野への男女共同参画 
の促進 

③ 多様な生き方を選択できる条件 
の整備 

④ あらゆる暴力から女性を守るた 
めの相談・支援体制の充実 
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（３）子どもの 
人権 
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２ 
 
 
個 
 
 
別 
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題 
 
 
へ 
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① 子どもの人権を尊重する教育・ 
啓発の推進 

② 子育て支援や児童虐待防止等の 
推進 

③ いじめや不登校等に対する取組 
の推進 

④ 子どもの健全育成環境の整備 

① 高齢者への理解を深める教育・ 
  啓発の推進 
② 保健福祉サービスの充実 
③ 高齢者の権利擁護の推進 
④ 高齢者の健康・生きがい対策の 

推進 
⑤ 地域福祉の推進 
⑥ 高齢者が安心して暮らせる生活 

環境の整備 

① 障害のある人への理解を深める 
教育・啓発の推進 

② 地域生活への支援の充実 
③ 自立と社会参加の促進 
④ 障害のある人の権利擁護の推進 
⑤ 障害のある人が安心して暮らせ 

る生活環境の整備 
⑥ 障害を理由とする差別の解消と 

合理的配慮の提供 

① 相互理解のための教育・啓発、 
交流活動の推進 

② 外国人が安心して暮らせる生活 
環境の整備 

① 正しい知識の普及・啓発の推進 
② 相談・支援体制の充実 
③ 人権に配慮した保健医療の推進 

① 正しい知識の普及・啓発の推進 
② 相談・支援体制の充実 
③ 人権に配慮した保健医療の推進 

① 犯罪被害者及びその家族の人権 
に関する啓発の推進 

② 相談・支援体制の充実 

（４）高齢者の 
人権 

（５）障害のある 
人の人権 

（６）外国人の 
人権 

（７） ハンセン 
病患者の 
人権 

（８）感染症 
（HIV 等）・ 

難病患者 
等の人権 

（９）犯罪被害者 
及びその家 
族の人権 
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① 刑事手続きに関わりをもった 
人の人権に関する啓発の推進 

② 相談・支援体制の充実 

① 情報化社会に対応した人権教 
育・啓発の推進 

② 人権侵害に対する対応と相談 
体制の充実 

（１０）刑事手続 
きに関わ 
りをもっ 
た人の 
人権 

（１１）インター 
ネット上 
での人権 
侵害 

 

現 
 
状 
 
の 
 
課 
 
題 
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基 
 
本 
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２ 
 
 
個 
 
 
別 
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題 
 
 
へ 
 
 
の 
 
 
取 
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（１２）災害被害 
者の人権 

① 啓発活動の推進 
② 災害時の対応 

（１３）性的マイ

ノリティ

の人権 

① 教育・啓発の推進 
② 相談・支援体制の充実 

（１４）働く人の 
人権 

① 教育・啓発の推進 
② 就労支援・相談体制の充実 

（１５）拉致問題 

① 啓発活動の推進 
② 拉致問題による二次的被害の 

防止 

（１６）さまざま 
な人権問 
題 

① ホームレスの人権 
② 自死（自殺）に関わる人権 
③ プライバシーの保護 
④ アイヌの人々の人権 
⑤ ひきこもりの状態にある人 

人 
 

権 
 

が 
 

尊 
 

重 
 

さ 
 

れ 
 

る 
 

社 
 

会 
 

づ 
 

く 
 

り 
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9.1%

60.6%

26.2%

2.1%

1.2%
0.8%

（単数回答）

かなり

持っている

ある程度持っている

あまり

持っていない

まったく

持っていない

｢人権｣がどのようなものかわ

からない
無回答

（N=1415）

第２章 基本的施策の推進 
 

１. 人権教育・啓発の充実 

＜現状と課題＞ 

本市では、１９９４年（平成６年）に「和歌山市部落差別をはじめあらゆる差

別をなくする条例」を制定し、市民一人ひとりの人権意識の高揚を図るため、「心

から人を尊ぶまち和歌山市」を目指し、同和問題（部落差別）やさまざまな差別

意識の解消に向けた教育や啓発に積極的に取り組んできました。 

２０１９年（令和元年）度に実施した「人権問題に関する意識調査（以下『意

識調査』という）」では、「「人権」に関心を持っていますか。」という問いに対し

て、「かなり持っている」や「ある程度持っている」と答えた人の割合が６９．７％

となっており、人権問題についての理解や認識が市民に定着しつつあるものの、

「あまり持っていない」や「まったく持っていない」と答えた人の割合も２８．

３％となっており、より一層、人権教育・啓発活動が重要です。 

本市でも、講演会や人権講座の開催、また、日常生活の中にある人権課題を題

材にした「人権気づきタウン」等の各種パンフレットを作成し、啓発活動を実施

しています。２０１６年（平成２８年）に施行された「部落差別解消推進法」で、

教育及び啓発を行うよう努めるものと明記されており、今後も、市民一人ひとり

が同和問題（部落差別）をはじめとするあらゆる人権問題に関心を持ち、自分の

問題として取り組むよう学校、家庭、地域、職場等あらゆる機会を通じて、人権

意識を育むための教育・啓発活動をより一層充実していくことが重要です。 

 

【人権についての関心度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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【関心のある人権問題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43.6

43.0

39.4

27.6

53.1

18.9

6.3

26.7

9.8

43.6

10.3

29.9

20.1

7.0

23.7

7.8

29.5

9.1

4.7

0.8

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

（N=1415）

（複数回答、単位：％）

同和問題(部落差別）

女性の人権問題

子どもの人権問題

高齢者の人権問題

障害のある人の人権問題

外国人の人権問題

アイヌの人々の人権問題

犯罪被害者及びその家族の人権問題

刑事手続きに関わりをもった人の人権問題

働く人の人権問題

ハンセン病（元）患者とその親族やエイズ患者
・ＨＩＶ感染者等・難病患者の人権問題

インターネット上での人権問題

性的マイノリティの人々の人権問題

ホームレスの人権問題

拉致問題

自死（自殺）に関わる人権問題

プライバシーの保護に関わる人権問題

公権力に関わる人権問題

特にない

その他

無回答

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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【施策の基本的方向】 

（１）人権教育の充実 

施策名 施策内容 主な担当課 

保育所・こども園・

学校における人権

教育・啓発 

幼児期から学校教育の時期は、子どもが人権尊重の

精神や社会生活に必要な基礎知識を身につけ、心豊

かな人間に成長する重要な時期です。そのため学校

教育においては、人権教育の取組の充実が図られる

よう、研究事業、学校間での交流を推進するととも

に、指導資料を作成し、その活用普及に取り組んで

いきます。 

保育こども園課 
学校支援課 

家庭・地域におけ

る人権教育・啓発 

家庭における教育は、基本的な生活習慣や倫理観を

身につける場として重要な役割を担っており、親自

身の差別的な意識や言動が人権感覚の形成に大きな

影響を与えます。また、地域社会は、人々の生活や活

動の拠点であると同時に、交流や助け合いの場とな

っています。そこに暮らす人々の生き方は互いに影

響し合い、子どもたちの人権意識の高揚に大きな影

響を与えます。家庭、地域においては、誰もが生涯に

わたって、いつでもどこでも自由に学べるように、

人権に関する多彩な学習機会を提供し、広く人権問

題に対する理解と認識を深める講演会や人権講座を

開催します。 

人権同和施策課 
生涯学習課 

 

（２）人権啓発の推進 

施策名 施策内容 主な担当課 

市民・企業におけ

る人権教育・啓発 

人権尊重の考え方が社会に広く定着するよう広報紙

を通して情報提供を行い、さらなる人権意識の高揚

を図るため、社会を担っている市民・企業等に、多様

かつ効果的な啓発活動や講演を通して人権教育・啓

発を推進します。また１１月を人権啓発推進月間と

定め、街頭啓発を行い、ラジオなどのメディアを活

用しながら啓発活動を実施します。 

広報広聴課 
人権同和施策課 
産業政策課 
生涯学習課 

 

（３）特定職業従事者に対する人権教育・啓発の推進 

施策名 施策内容 主な担当課 

市職員・教職員及

び福祉関係者等に

対する人権教育・

啓発 

市職員は、全体の奉仕者として常に人権尊重の視点

に立って職務を遂行し、一人ひとりが豊かな人権感

覚を身に付け、人権に配慮した職務を実践していけ

るように研修を充実しなければなりません。また、

教職員や福祉関係者に対しても、教育活動や地域社

会で、子どもの人格形成に大きく影響を及ぼすこと

から、自らの職責を自覚し、人権感覚を高めながら、

人権教育・啓発を推進します。 

人事課 
人権同和施策課 
指導監査課 
高齢者・地域福

祉課 
保育こども園課 
企業総務課 
学校支援課 
教育研究所 
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２．人権相談・支援の充実 

＜現状と課題＞ 

本市では、人権に関わる相談活動として人権相談窓口を設置し、相談員をおいて相

談・支援を進めています。 

また、２０１６年（平成２８年）に施行された「部落差別解消推進法」では、相談

体制の充実を図るよう努めるものとすると謳われています。人権問題に関わる相談は、

生活相談、教育相談、医療相談、福祉相談等を含んでいることから、関係機関との緊

密な連携、協力を図り、迅速な対応ができるように、今後ますます相談体制の充実を

図っていくことが重要です。 

 

 

【施策の基本的方向】 

（１）相談・支援体制の充実とその周知 

施策名 施策内容 主な担当課 

相談・支援体制の

充実とその周知 

女性・子ども・高齢者・障害のある人・外国人等すべ

ての人がさまざまな人権問題を気軽に相談できるよ

う、各相談機能の支援体制を拡大します。また、関係

機関と連携し、支援体制の充実を図るとともに関係

職員・相談員の資質の向上を図ります。 

男女共生推進課 
人権同和施策課 
介護保険課 
保健対策課 
高齢者・地域福

祉課 
障害者支援課 
こども総合支援

センター 
国際交流課 
学校支援課 

 

（２）連携・協力体制の強化 

施策名 施策内容 主な担当課 

連携・協力体制の

強化 

複雑かつ多様な相談内容に対応していけるよう、国・

県・市の関係機関、※ＮＰＯ等との連携を密にして、

協力体制の強化を図ります。 

男女共生推進課 
人権同和施策課 
介護保険課 
保健対策課 
高齢者・地域福

祉課 
障害者支援課 
こども総合支援

センター 
国際交流課 
学校支援課 
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３．人権尊重のまちづくり 

＜現状と課題＞ 

人権尊重のまちづくりを推進するためには、市民一人ひとりがその責任ある担い手

として認識し、主体的に社会のあらゆる分野において取り組むことが必要です。また、

人権尊重の理念を実現することは行政の責任であり、行政の担い手である市職員が自

らの人権意識を高め、常に人権尊重の視点を重視した行政を推進していくことが求め

られます。 

市民一人ひとりの人権と自由が保障され、すべての市民にとって住みよいまちを実

現するためには、市民等の主体的な取組を促進するとともに、人権尊重の視点に立っ

た行政を推進していくことが重要です。 

 

 

【施策の基本的方向】 

（１）市民等の主体的な取組の促進 

施策名 施策内容 主な担当課 

すべての人が安心

して暮らせる生活

環境の整備 

誰もが安全に利用しやすい公共施設、公共交通機関、

道路・歩道となるよう、※ユニバーサルデザインの考

えを取り入れ、事業者や関係機関との協力を図りな

がら、あらゆる面において障壁をなくす※バリアフリ

ー化を効果的に推進します。 

各担当課 

市民・※ＮＰＯ・企

業等との連携強化 

人々の生活や活動の拠点であると同時に、交流や助

け合いの場となっている地域社会の中で市民一人ひ

とりが、人権尊重の意識を高め、日常生活において

実践的な人権感覚を培っていくことが必要です。ま

た、市民・ＮＰＯ・企業等の自主的な活動との連携を

一層強化し、人権に関するさまざまな取組を推進し

ます。 

自治振興課 
産業政策課 

 

（２）人権行政の推進 

施策名 施策内容 主な担当課 

情報の提供と管理 

市民一人ひとりが人権と自由を保障され、すべての

市民にとって住みよいまちになるよう、さまざまな

情報を広報紙やホームページ等を通して提供しま

す。また、個人情報保護という観点から行政機関に

おける個人情報の取扱いについて、行政情報の適正

かつ円滑な運営を図りつつ、個人の権利利益を保護

するため、情報管理体制を強化し、職員等に対する

情報の取扱いについて指導するとともに、本人通知

制度により、第三者による戸籍謄本等の不正取得に

よる個人の人権侵害を防止します。 

広報広聴課 
総務課 
デジタル推進課 
市民課 
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第３章 現状の課題と基本方針 
 

１. 普遍的課題への取組 

（１）環境と人権 

＜現状と課題＞ 

産業の発展に伴い、私たちの生活は豊かで便利になる一方、地球温暖化など地球規

模の環境問題や温暖化に伴う異常気象が深刻化しています。かけがえのない地球の環

境やお互いの生命や健康を守ることは、私たち自身の人権を守ることにつながります。

自然環境や生活環境を将来にわたって保全するためには、環境問題は重要な人権問題

であるという認識を持ち、市民一人ひとりの価値観や生活スタイルの見直しが必要で

す。 

和歌山市の財産である豊かな自然にふれ、自然から学ぶことで、環境保全の重要性

を認識し、市民・事業者・行政それぞれが日々の生活や事業活動を行うことによって、

将来にわたって良好な自然を感じながら生活できるようなまちづくりを目指すことが

必要です。 

 

 

【具体的な取組】 

① 生活環境の保全 

事業名 事業内容 担当課 

生活環境の保全 

大気環境、水環境等の実態把握のため監視を行い、

法令に基づく工場、事業所への立入検査により排出

基準等の遵守について適切な対応を行います。また、

生活排水対策においては、市民への啓発活動を行う

など、住みよい生活環境を保全します。 

環境政策課 
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（２）公権力と人権 

＜現状と課題＞ 

封建時代の身分制度に起因する部落差別や不当な隔離政策に見られる※ハンセン病

に関わる差別のように、法律や制度など公権力が作り出したと言える人権問題があり

ます。また、捜査手続や拘禁・収容施設内における処遇、さらには冤罪や国等が関わる

公害や薬害等の問題など、過去において見過ごされてきたことが、近年の人権意識の

高揚や人権尊重の流れの中で、改めて人権侵害として取り上げられるようになってき

た問題もあります。 

本市の意識調査では、「公権力の行使にあたり、現在、人権上特に問題となっている

のはどのようなことだと思いますか。」という問いに対して、「冤罪（えんざい）」が４

２．５％となっています。さらに「公権力の行使による人権侵害を防ぐためには、人権

上特に必要なことはどのようなことだと思いますか。」という問いに対して、「人権の視

点に立った制度の点検や見直し」が３８．１％、「相談機関・相談窓口や制度の十分な

周知」が３３．７％という結果になっています。 

行政上の公権力の行使によって市民の人権が侵害されることのないよう、施策や制

度を常に人権尊重の視点で点検し、見直しや改善を図りながら、人権重視の行政を推

進していくことが必要です。 

 

 

【公権力に関する人権上の問題点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25.0

24.0

17.0

42.5

6.9

5.3

27.0

0.7

3.3

0% 10% 20% 30% 40% 50%

捜査手続や拘禁・収容施設内における人権侵犯

公務員・教育職員等による人権侵犯

国等が関わる公害や薬害等の問題

冤罪（えんざい）

市民活動を制限すること

特に問題はない

わからない

その他

無回答
（N=1415）

（複数回答、単位：％）

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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【公権力の行使による人権侵害を防ぐために必要なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な取組】 

① 人権に配慮した行政の推進 

事業名 事業内容 担当課 

市民本位の行政の

推進 

市の施策や制度を人権尊重の視点で点検し、見直し

や改善を図ります。また、行政機関における人権意

識の向上を図り、公権力による人権侵害を防止しま

す。 

人権同和施策課 

 

② 相談体制の充実 

事業名 事業内容 担当課 

関係機関との連携 
公権力の行使により市民の人権が侵害されることの

ないよう、法務局等関係機関との連携を一層強化し、

人権侵害を防止する取組を推進します。 
人権同和施策課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38.1

24.9

25.7

33.7

28.1

2.9

19.3

1.9

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

人権の視点に立った制度の点検や見直し

公務員への効果的な人権研修、人権教育

国や地方公共団体等の相談体制の充実

相談機関・相談窓口や制度の十分な周知

人権に関わる機関・団体相互の
緊密な連携・協力関係の構築

特にない

わからない

その他

無回答
（N=1415）

（複数回答、単位：％）

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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（単数回答）

8.2%

70.2%

17.8%

2.6%

1.1%

（N=1415）

非常に

満足している

満足している

少し

不満がある

かなり不満がある

無回答

（３）市民相互の人権 

＜現状と課題＞ 

市民生活をおくる上で、市民一人ひとりは互いに対等な関係です。互いに人権を大

切にし、人権を尊重し合う習慣が根付いた「人権文化」を構築していくためには、市民

相互の人権というものを意識することが重要です。 

本市の意識調査では、「現在、あなたは近隣の人たちとの付き合いや人間関係に満足

していますか。」という問いに対して、「非常に満足している」が８．２％、「満足して

いる」が７０．２％となっています。一方で、「少し不満がある」が１７．８％、「かな

り不満がある」が２．６％となっています。また、「近隣の人たちとより良い人間関係

をつくっていくために、一人ひとりが日ごろから心がけなければならないことは何だ

と思いますか。」という問いに対して、「道で会えば自分からあいさつをすること」が７

９．２％となっています。日頃から、あいさつをするということは、より良い人間関係

をつくることに必要だと感じています。 

今後は、このように一人ひとりの市民が、多様な文化や価値観を大切にし合う社会

を実現するためには、市民の自主的・主体的な取組を促すとともに、地域においてさま

ざまな人々がふれあい、交流する場を増やし、孤立する人がないよう相互理解を促進

することが必要です。 

 

【近隣の人との人間関係に対する満足感】 
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【より良い人間関係を築くために必要なこと】 

  
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な取組】 

① 住民協働による地域社会づくりの促進 

事業名 事業内容 担当課 

コミュニティ活動

の促進 

市民が互いに協力して地域づくりに取り組んでいけ

るよう、自治会や子ども会、婦人会、老人クラブ連合

会など、地域活動団体の育成・支援に努めるととも

に、団体間の交流やネットワーク化を推進し、コミ

ュニティ活動の活性化を図ります。また、地区会館、

集会所などを地域コミュニティ活動の拠点施設とし

て開放を進め、市民が活動しやすい環境を整備しま

す。 

自治振興課 

単位老人クラブ及び和歌山市老人クラブ連合会に補

助金を交付し、地域活動や住民同士の交流を支援し

ます。 

高齢者・地域福

祉課 

 
 

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 

48.7

73.9

79.2

9.4

39.9

32.9

20.5

18.3

5.6

22.1

0.9

1.2

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

地域の清掃や行事にはできる限り
参加すること

ゴミ捨てなどのルールをきっちり守ること

道で会えば、自分からあいさつすること

積極的にいろいろ話をすること

かげ口やうわさ話には加わらないこと

他人の家庭のことには口出しをしないこと

相談や頼みごとをされた時は、
快く応じること

近隣の家に何かあったような時は、自分から
声をかけて手助けすること

子どもの問題行動など、何か気づいたことが
あればその家に知らせること

児童虐待や家庭内暴力などに気づいたら、
何らかの行動を起こすこと

特にない

その他

無回答
（N=1415）

（複数回答、単位：％）
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事業名 事業内容 担当課 

市民公益活動の促

進 

地域フロンティアセンターの運営を通じて、地域・※

ＮＰＯ・学生等の地域貢献に取り組む多様な主体の

連携・交流を促進するとともに、地域の活性化を図

り地域社会づくりを促進していきます。 

自治振興課 

文化会館における

コミュニティ活動

の促進 

文化会館にて開催している会館事業を通して、コミ

ュニティ活動の活性化を図ります。 
人権同和施策課 

地域福祉活動の推

進 

地域福祉活動の住民参加を促進するなど地域福祉の

円滑な推進に努め、地域住民や関連団体と連携し、

地域福祉推進の協働体制の確立を図ります。 
和歌山市地域福祉計画推進協議会の開催を予定して

います。 

高齢者・地域福

祉課 

和歌山市社会福祉協議会に補助金を交付し、社会福

祉活動を支援し、地域福祉を推進します。 

保育所・認定こど

も園における福祉

教育の推進 

保育所の児童が、地域への貢献や社会奉仕に進んで

取り組む心を育めるよう、地域の行事に参加し、交

流することや、地域の中学生による職業体験学習も

積極的に受け入れ、福祉教育の推進を図ります。 

保育こども園課 

学校教育における

福祉教育・ボラン

ティア教育の推進 

子どもの頃から福祉に対する心を育み、ボランティ

アに対する理解を深めるため、学校教育において、

福祉・ボランティアの体験学習に積極的に取り組ん

でいきます。 

学校支援課 

公民館における福

祉教育・ボランテ

ィア教育の推進 

公民館活動において福祉施設の訪問や、地域の清掃

活動等、福祉教育やボランティア体験学習の充実を

図ります。 

生涯学習課 
生涯学習における

コミュニティ活動

の促進 

市民がお互いに協力して地域づくりに取り組んでい

けるよう婦人会など、地域活動団体の育成・支援を

図ります。また、地区集会所などの拠点施設の充実

や公共施設の開放を進め、市民が活動しやすい環境

を整備します。 
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２. 個別課題への取組 

（１）同和問題（部落差別） 

＜現状と課題＞ 

本市では、「同和対策事業特別措置法」をはじめとする関係法に基づいて、各種対策

事業に取り組み、地区住民の生活の安定・向上、教育文化の向上など着実に成果を上げ

てきましたが、今日においても、就職や結婚等における差別や教育の問題等、解決すべ

き課題が残っています。 

また、個人を誹謗中傷する差別発言や、不動産取引等に関わって同和地区の所在を

調査したり、行政機関に問い合わせるなどの差別事件や匿名性と拡散性を特徴とした

インターネット上での差別書き込み等が発生しており、人々の意識の中には潜在的に

差別や偏見が依然として根強く存在しています。 

本市の意識調査では、「価格や立地条件などが希望にあっている住宅でも、同和地区

の地域内であった場合、避けることがあると思いますか。」では、「避けると思う」は３

０．１％、「よくわからない」は２７．８％となっています。また、「同和問題（部落差

別）に関して、現在、特にどのような問題が起きていると思いますか。」では、「結婚問

題で周囲の人が反対すること」は３９．６％、「家を購入する時など、“同和地区”ある

いは“同じ小学校区”を避けること」は２４．９％となっています。このように、居住

に関する問題等さまざまな問題が残されています。今後も、重要な人権問題の一つと

して同和問題（部落差別）をとらえ、これまでの取組の成果を踏まえつつ、地域の状況

や必要性に応じた取組を進めていくことが必要です。 

そのような中、２０１６年（平成２８年）１２月に、現在も部落差別が存在すると明

記し、部落差別解消に向けた国及び地方公共団体の責務を明らかにした「部落差別の

解消の推進に関する法律（部落差別解消推進法）」が施行されました。加えて、和歌山

県においても、２０２０年（令和２年）３月に、何人も基本的人権の侵害である部落差

別を行ってはならないという理念にのっとり、行政、県民、事業者、関係機関が相互に

協力して部落差別の解消に取り組むことを目的として、「和歌山県部落差別の解消の推

進に関する条例（令和２年和歌山県条例第１０号）」が施行されました。また、２０２

０年（令和２年）１２月には、インターネットを悪用した部落差別の解消の推進を目的

として、特定電気通信役務提供者の責務を規定するとともに、インターネット上に部

落差別の情報を書き込んだ者に対して、当該情報の削除を促し、これに従わない場合

は勧告することを新たに規定する等、一部改正が行われました。 

本市でも、部落差別のない明るい社会を実現していくために、国や県と連携しなが

ら、引き続き相談体制の充実や教育及び啓発等に取り組んでいきます。 
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11.9%

59.9%

14.9%

7.3%
4.9%

1.1% 差別を解消するために、
自分もできる限り努力
したいと思う

自分は差別を
しないでおこうと思う

差別はいけないこ
とだと思うが、
できれば関わりあ
いたくないと思う

自分には
関係ないと思う

その他
無回答

（単数回答）

（N=1415）

30.1%

41.3%

27.8%

0.7%

無回答 （単数回答）

（N=1415）

避けると思う

こだわらない

よく
わからない

【差別に関する意識】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

【居住地としての意識】 
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【同和問題（部落差別）に対する人権上の問題点】 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

【具体的な取組】 

① 問題解決に向けた教育・啓発の推進 

事業名 事業内容 担当課 

人権・同和問題（部

落差別）に関する

啓発活動の推進 

担当部署との協議に基づき、広報紙やホームページ、

広報テレビ番組、※ＳＮＳ等を通して情報提供を行い

ます。 
広報広聴課 

同和問題（部落差別）への理解を深めるため、人権関

係の図書・ビデオの貸し出し、街頭啓発、人権講座等

を実施します。 
人権同和施策課 

情報提供の充実 
人権・同和問題（部落差別）の理解を深めるための資

料を収集し、情報提供を行います。 
読書活動推進課 

職員への研修 

課長級以上の職員、各職位の新任者、新規採用職員、

会計年度任用職員を対象に部落差別解消について人

権研修を実施します。 
派遣研修についても例年同様職員を派遣します。 

人事課 

歴史の調査・研究 

和歌山の部落史の学術的な研究解明を促進し、関係

機関と協力し、効果的な人権啓発を進めます。 
人権同和施策課 

和歌山市の歴史に対する認識を深められるよう、正

しい歴史を把握するための調査・研究を進めます。 
博物館 

※えせ同和行為の

排除の推進 

同和問題（部落差別）を口実として、高価な書籍やビ

デオ等を売りつけるえせ同和行為排除の為、関係機

関と連携して啓発活動を推進します。 
人権同和施策課 

 
 
 

18.5

15.7

39.6

24.9

2.3

11.2

20.1

8.5

25.2

3.3

3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

就職・職場で不利な扱いを受けること

インターネットを利用して
差別的な情報を掲載すること

結婚問題で周囲の人が反対すること

家を購入する時など､“同和地区”あるいは
“同じ小学校区”を避けること

差別的な落書をされること

差別的な言動を受けること

身元調査をすること

特に問題は起きていない

わからない

その他

無回答

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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事業名 事業内容 担当課 

園内研修の実施 

※人権擁護推進員が参加した「人権・同和保育研修会」

での受講内容を各所属職員間で共有し、各施設で遂

行できるよう園内研修を実施します。また、上記研

修会の開催有無に関わらず、必要に応じて適宜園内

研修を実施します。 

保育こども園課 

企業における研修

の促進 

企業の自主的な人権・同和問題（部落差別）に関する

研修会、講演会の開催などを促進するため、関係機

関と連携し、啓発を図ります。 
産業政策課 

学校における人権

教育の推進 

子どもが人権尊重の精神を生活の中で活かせるよ

う、発達段階に応じ教育活動全体を通じた指導を意

図的、計画的に行い、人権や人権擁護に関する基本

的な知識を確実に身に付けさせるとともに、自他の

生命や存在を大切に考える意欲や態度、行動力を育

成します。 

学校支援課 

学校での人権教育

研究の推進 

各学校における人権・同和教育の取組の充実が図ら

れるよう、「和歌山市ブロック人権教育研究会」にお

ける講演会や研究授業、学校間での実践交流を推進

するとともに、指導資料を作成し、その活用普及に

取り組みます。 

学校における教職

員への研修等の充

実 

市内幼・小・中・義務教育学校と市立高校を、中学校

区を１単位とした１８ブロックと高校ブロック１ブ

ロック、計１９ブロックを編成し、幼・小・中・義務

教育学校の連携を密にして同和教育を推進する中

で、教職員の資質向上を図り、人権感覚を磨くため

の研修機会の整備と内容の充実に取り組みます。 
また、同和問題（部落差別）の現状や部落差別の解消

の推進に関する法律等の法令の周知のため、市教委

作成のパワーポイント資料等を活用した研修を推進

します。 

学力向上への支援 

児童生徒の実態や状況に応じて、今後も基礎・基本

の確かな学力の定着と向上を目指します。子ども会

等での学習会等に参加する児童生徒の個々のニーズ

に対応するために、巡回指導員の指導内容や指導方

法の充実に取り組みます。放課後学習等フォローア

ップ事業を拡大するとともに地域先達とのつながり

を深め、子どもたちをサポートする事業の拡充を図

ります。 

教職員への同和教

育に関する研修等

の充実 

人権尊重の理念と部落差別解消推進法の内容や意義

を十分認識したうえで、同和教育の指導が実践され

るよう、教職員の人権意識の高揚と資質の向上に向

けて、職責・職階に対応した研修の充実を図ります。 教育研究所 

学校支援課と連携し、管理職を対象に、基本研修「管

理職同和教育研修会」を開催し、同和教育推進のた

めの理解と意欲の向上を図ります。 
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事業名 事業内容 担当課 

人権・同和教育の

推進 

広く市民に対して開催する社会教育施設での人権学

習や講演会において、同和問題（部落差別）について

の学習機会を提供します。関係地区の住民への理解

を深められるよう、人権・同和問題（部落差別）に精

通した講師による講演会や上映会、参加者の討論会

等の開催など、関係地域における学習活動や交流活

動を推進します。 

生涯学習課 

識字学級の開設 
日常生活で読み書きに不自由をしている人を対象

に、読み書き能力の向上を図り、社会生活に適応で

きる能力を身に付けるため、学習機会を提供します。 
 

② 相談体制の充実 

事業名 事業内容 担当課 

相談・支援体制の

充実 

国との適切な役割分担を踏まえ、関係機関と連携を

図り、実情に応じて同和問題（部落差別）に関する相

談に的確に応じるための相談機能・体制を充実させ

ます。 

人権同和施策課 

 

③ 雇用の安定向上 

事業名 事業内容 担当課 

雇用の促進 
労働相談事業を実施し、就職活動する上での悩みを

聞くとともに、就職差別の解消、就職機会の均等に

向けて、関係機関と連携し、啓発を図ります。 
産業政策課 

産業の振興 
地域の企業の経営基盤の強化や地域住民の就労機会

の向上を図るため、技術修得や経営に関する支援、

指導に努め、地場産業の振興を進めていきます。 
商工振興課 

 

④ 生活環境の向上 

事業名 事業内容 担当課 

生活環境の改善 

日常生活の利便性・快適性を向上させるため、改善

が必要とされる道路の整備を進めます。 
道路管理課 

岩橋地内線を整備し、日常生活の利便性・快適性を

改善します。 
道路建設課 

住環境の改善 
日常生活の利便性・快適性を向上させるため、改良

住宅等の整備・改善を進めます。 
住宅第 2 課 

健康保持・増進 

疾病の早期発見、早期治療を図るため、健康診査、健

康相談、保健指導を実施します。現状の問題点を改

善し、住民が健康管理に積極的に取り組めるよう働

きかけていきます。 

地域保健課 

子どもの健全育成 
人権尊重の精神を培い、健全な育成を図るため、子

ども会の育成支援、放課後児童の健全育成、生活・学

力支援など、地域での支援体制を充実させます。 
青少年課 
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⑤ 本市の施設の活用の促進 

事業名 事業内容 担当課 

文化会館における

活動の推進 

人権が尊重される地域社会づくりを促進するために

文化活動などのコミュニティ活動を行うとともに、

地域における人権活動の拠点として、相談活動や人

権教育・啓発活動の充実を図ります。 

人権同和施策課 

福祉館における活

動の推進 
コミュニティの場としての福祉館を安全、快適に利

用できる状態を維持します。 

高齢者・地域福

祉課 

児童館における活

動の推進 

地域において、児童に健全な遊びを与え、児童の健

康を推進し、情操を豊かにすることを目的とする児

童福祉施設としての場を提供できるよう運営しま

す。 

子育て支援課 

教育集会所・公民

館における活動の

推進 

各地区公民館において人権及び同和教育に関する講

座を、１回以上実施します。 
生涯学習課 

 

 

 

 

 

 

（２）女性の人権 

＜現状と課題＞ 

男女が性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮できる男女共同参画社会

の実現を目指し、１９９９年（平成１１年）に「男女共同参画社会基本法」が制定され、

「男性は仕事をし、女性は家庭を守るべき」といった性別による固定的な役割分担の

意識や慣習の見直しが求められてきました。また、我が国の持続的成長のため、社会全

体として女性の活躍を加速・拡大していくことが必要とされており、２０１６年（平成

２８年）には「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」が全面施行されまし

た。また、２０１９年（令和元年）には、社会全体として女性の活躍できる職場環境を

整備することを目的として改正されました。 

このように男女共同参画社会の実現に向けて、女性をとりまく状況は改善されてい

ますが、性別による固定的役割分担意識は依然として残っており、就職における男女

の賃金格差、出産・子育て期における女性の就業率の低下等として表れ、女性の活躍を

阻んでいる要因となっています。男女共同参画社会の実現のためには、そういった意

識や慣習の解消が必要です。 

また、※セクシュアル・ハラスメントや※ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）、妊

娠・出産、育児休業等を理由とする不利益取扱いや、※ストーカー行為等の人権侵害も

依然として後を絶たず、女性に対する人権侵害として重要な課題となっています。 
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こうした中、本市の意識調査では、「女性の人権問題について、特に問題があると思

われるのはどのようなことですか。」という問いに対して、「「男は仕事、女は家庭」と

いった性別によって役割を固定する考え方や「女らしさ」を強要されること」が３６．

１％、「職場における差別的な待遇」が３３．５％、「職場や学校における※セクシュア

ル・ハラスメント」が３１．５％となっています。さらに「女性の人権が守られるため

に、特に必要なことはどのようなことだと思いますか。」という問いに対して、「男女が

ともに、働きながら、家事や育児・介護などを両立できる環境を整備する」が６０．

０％、「仕事と家庭生活の両立ができるような環境を整える」が４４．９％という結果

になっています。 

このような現状において、本市においては２０２２年（令和４年）度に「第５次和歌

山市男女共同参画推進行動計画」を策定し、それに基づき、関係各課や関係機関と連携

し、男女共同参画社会の実現に向けさまざまな施策を推進しています。 

本市では、引き続き男女が対等なパートナーとしてさまざまな分野において参画し、

その個性と能力を活かせるよう女性リーダー等の育成、仕事と生活の調和（※ワーク・

ライフ・バランス）の啓発や男性の家事・育児への参画の推進を図り、男女平等を推進

する学習や教育を一層推進し、女性に対する人権侵害の防止に向けた施策の充実を図

っていきます。 
 
 

【女性に関する人権上の問題点】 

 

 
 

 

36.1

33.5

31.5

22.5

23.5

18.6

4.0

6.3

8.8

23.5

3.9

6.9

1.3

1.9

0% 10% 20% 30% 40%
「男は仕事、女は家庭」といった性別に
よって役割を固定する考え方や「女らしさ」
を強要されること

職場における差別的な待遇

職場や学校におけるセクシュアル・
ハラスメント

夫や恋人からのドメスティック・
バイオレンス（DV）

会社役員、管理職などに女性が十分参画
していないこと

女性に対するストーカー行為

｢婦人｣「未亡人」など女性だけに
用いられる言葉

女性のヌード写真、水着姿、裸体やこびた
ポーズなどを掲載した雑誌、新聞、広告

売春・買春（いわゆる「援助交際」を含む）

痴漢行為

特に問題はない

わからない

その他

無回答

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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30.0

27.4

60.0

44.9

13.2

11.2

17.1

10.7

11.1

2.8

4.3

1.8

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

学校教育や社会教育において男女平等をすす
めるための教育・学習活動を充実させる

採用や昇進時などにおいて男女のあつかいを
平等にすることを、企業などに働きかける

男女がともに、働きながら、家事や育児・
介護などを両立できる環境を整備する

仕事と家庭生活の両立ができるような
環境を整える

公的機関、企業などの政策や方針の決定
に、より多くの女性が参画できるような
環境を整える

男女平等の視点に立って、地域における
習慣やしきたりの見直しを行う

女性が被害者となる犯罪の取締りを強化する

ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）へ

の対応を強化する

女性のための相談体制を充実させる

特にない

わからない

その他

無回答

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

【女性の人権を守るために必要なこと】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

 

【具体的な取組】 

① 男女平等意識、性の尊重に関する教育・啓発の推進 

事業名 事業内容 担当課 

情報提供の充実 

担当部署との協議に基づき、広報紙やホームページ、
※ＳＮＳ等を通して情報提供を行います。 

広報広聴課 

男女共同参画やジェンダーについての理解を深める

ための資料を収集し、情報提供を行います。 
読書活動推進課 

職員への研修 

課長級以上の職員、各職位の新任者、新規採用職員、

会計年度任用職員を対象とした人権研修の中で、男

女平等・性の尊重に関する事案を取り上げ、意識の

醸成を図ります。 
派遣研修についても例年同様職員を派遣します。 

人事課 

 
 
 
 
 

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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事業名 事業内容 担当課 

男女共同参画推進

事業の充実 

男女共同参画について正しい理解が広められるよう

「第５次和歌山市男女共同参画推進行動計画」に基

づき、関係各課と連携のもと施策の推進に取り組み

ます。 

男女共生推進課 

男女共同参画に関

する情報提供の充

実 

情報誌を発行するほか、情報ライブラリーの充実な

ど、広報・啓発活動を通じ、多様な情報を収集・提供

します。 
男女共同参画に関

する講座の開催 
男女共同参画についての理解を深めるための研修

会、講座等を開催します。 
職員への男女共同

参画に関する意識

啓発 

行政職員のための研修など、男女共同参画について

の情報を提供します。 

※リプロダクティ

ブ・ヘルス／ライ

ツに関する啓発 

リプロダクティブ・ヘルス／ライツの視点を取り入

れた情報と学習機会を提供します。 

※メディア・リテラ

シー向上に関する

啓発や学習機会の

提供 

男女共生推進センターのさんさん広場や図書室に

て、メディア・リテラシーに関する情報提供や啓発

を行います。 

国際的視野からの

男女平等の啓発 

図書室で、男女共同参画に関する情報誌を配架する

とともに、男女共同参画に関する新聞記事や内閣府

発行の情報誌等の最新情報を提供します。 

女性の人権に関す

る啓発活動の推進 

女性の人権について認識を深めてもらうために、パ

ンフレット等を利用し、啓発ビデオ等の貸し出し、

また講演等を実施して啓発を進めます。 
人権同和施策課 

思春期健康相談 
思春期を対象とした健康相談を行い、正しい性知識

の啓発活動や、自らの健康管理について考えるきっ

かけ作りを行います。 
地域保健課 

保育所・こども園

の男女平等教育等

の推進 

保育所等での学習や指導において男女平等の視点で

取り組み、性による差別意識を生まない教育を推進

します。 

保育こども園課 
保育所・こども園

職員への研修等の

充実 

保育所等における男女平等教育を推進するため、保

育士等に対して男女平等に関する研修の成果を踏ま

え、より発展的な取組につながるよう、研究会の開

催や研究機関への派遣等を進めます。また、男女平

等の視点で職務を遂行できるよう、職階に応じた男

女共生に関する研修、セクハラ研修などを実施し、

男女平等教育を推進する保育所職員の養成を図りま

す。 

学校における男女

平等教育の推進 

男女混合名簿を導入し、人権学習の一環として男女

平等教育を取り入れながら、児童生徒の男女平等の

意識を育みます。 

学校支援課 
学校における教職

員への研修等の充

実 

教職員向けの研修で男女平等に関する内容を盛り込

みながら、教職員の人権意識を高めます。 

学校における性教

育の充実 

性を正しく理解し、お互いを尊重する意識を培うた

め、教育分野と保健分野の連携を図り、学校、地域、

家庭における性教育の充実を推進します。 
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② あらゆる分野への男女共同参画の促進 

事業名 事業内容 担当課 

女性職員の登用促

進 

女性職員を積極的に管理職以上に登用します。また、

女性リーダー育成研修及び女性活躍推進研修の実施

を予定しています。 
人事課 

男女平等に関する

調査・研究 

男女共同参画に関する施策の達成状況や課題の把

握、調査を行います。また、男女共生施策※ワーキン

ググループの活動において、職場における男女共生

推進の調査研究及び男女平等意識の啓発に取り組み

ます。 
男女共生推進課 

女性団体・グルー

プへの支援 
女性団体、グループの連携を図るとともに育成及び

活性化への支援を推進します。 
男性の家事・育児・

介護等への参画の

促進 

男性の家事や育児・介護等への参画を促進するため

の学習会を提供します。 

家事・育児・介護へ

の男女共同参画の

促進 

妊娠・出産・育児に関する正しい知識の普及と、父親

の育児参加を促進します。 
地域保健課 

育児への男女共同

参画の促進 

子育てを支援する「子育てひろば」に「パパとあそぼ

う」と題して、父親と子どもで参加してもらう日を

設け、また、みんなで子育て推進事業として、社会全

体で子育てを行う仕組みづくりを構築するための事

業を行い、子育てしやすい環境づくりに取り組みま

す。 

子育て支援課 

男性の家事・育児

への参画の促進 

例年和歌山市保護者会連合会が実施する研修会への 
参加を促しています。 
また、和歌山市保護者会連合会が開催する「親と子

のふれあいデー」において、親子が共に体験する機

会を通じて、男性の育児参加を促進します。 

保育こども園課 

企業への啓発 

職場の男女平等や※セクシュアル・ハラスメントの防

止に向け、関係機関と連携し、企業への啓発を進め

るとともに、企業・関係団体に積極的な取組を働き

かけていきます。 

産業政策課 

女性職員の採用・

登用促進 

５月、６月の校長会で、管理職選考検査への女性候

補者の推薦を呼び掛けます。管理職の女性比率の増

加を図ります。 
学校教育課 
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③ 多様な生き方を選択できる条件の整備 

事業名 事業内容 担当課 

就労を希望する女

性への学習機会の

提供 

就労を希望する女性を支援するため、再就職や起業

家支援に関する講座を開催します。 

男女共生推進課 

※ワーク・ライフ・

バランス（仕事と

生活の調和）の啓

発・促進 

ワーク・ライフ・バランスについて理解を促進する

ための講座や研修会等の情報提供を行います。 

起業を目指す女性

への支援 
男女共生推進センターのさんさん広場や図書室に

て、起業家支援に関する情報提供や啓発を行います。 

子育てサービスの

充実 

市民が安心してその人らしい子育てができるよう、

乳幼児健診や育児支援事業等の各種事業を通じ、育

児や生活などの相談に応じるとともに、ニーズに応

じた保育・子育てサポートできる育児サービスの情

報提供に努めます。 

地域保健課 

子育て情報紙の発行、和歌山市 LINE 公式アカウン

トを活用した配信などを行うことにより、子育て支

援に関する情報を提供し、安心して子育てができる

環境づくりを推進します。 

子育て支援課 

子育て支援のため

の調査・研究 

市民のニーズに応じた子育て支援施策を検討・実施

していくために、乳幼児健診等において、健やか親

子 21 及び子育てに関してのアンケートの実施など、

子育てに関する多方面からの調査・研究を図り、育

児環境を把握するとともに、子どもが健やかに育つ

社会づくりに努めます。 

地域保健課 

ファミリー・サポ

ート・センター事

業の充実 

ファミリー・サポート・センターの活動を推進する

ため、学習会や交流会等の開催や会報誌を発行し、

会員募集を図ります。 
子育て支援課 

子育て相談・支援

体制の充実 

子どもの成長をはじめ、さまざまな育児への不安や

自分自身の時間が持てないなどといった負担感を軽

減していくことができるよう、地域子育て支援拠点

事業などの充実を図ります。 

保育事業の充実 
多様化する保育ニーズに柔軟に対応していけるよ

う、保育事業の充実を図ります。 

保育こども園課 
保育所・こども園

における仕事と家

庭の両立を支援す

るための調査・研

究 

市民のニーズに応じた子育て支援策を検討・実施し

ていくため、子育てに関する多方面からの調査・研

究を進めます。 

女性の就労支援 

男女雇用機会均等法の周知や採用時の性差別の解

消、職域拡大や管理職への登用促進など、関係機関

と連携し、企業に向け積極的な啓発活動を推進しま

す。 
産業政策課 

継続的な就労を促

進する啓発 

男女がともに子育てしながら、継続して働き続ける

ことができるよう、育児・介護休暇の取得や、ワー

ク・ライフ・バランスの推進、また国の助成金制度の

積極的な活用を働きかけるなど、関係機関と連携し、

啓発を進めます。 
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事業名 事業内容 担当課 

働きやすい職場環

境の促進 

男女がともに働きやすい環境にするため、企業に対

して、男女格差のない募集、昇進、賃金、職場慣行の

見直し等の啓発を進め、男女平等の職場環境づくり

を促進します。 

産業政策課 

仕事と家庭の両立

の促進 

育児や介護休業制度の活用や休暇の取得等を促進す

るため、制度や助成金等の情報提供や啓発を行いま

す。 
産業政策課 

未就園児を対象に

した子育て支援 

地域におけるすべての子育て家庭を支援するため、

公立幼稚園の施設や機能を開放し、未就園児のつど

いを開催します。 
学校教育課 

子育て支援の充実 
子育てを支援するため、乳児から就園前の子どもと

その保護者の交流する場である「子育てひろば」を

開催します。 
子育て支援課 

学童保育の充実 
利用希望者の急激な増加を考慮し、若竹学級施設の

拡充に向けて、学校と協議しながら教室の確保に努

めてまいります。 
青少年課 

多様な生き方の選

択 

がん治療に伴う心理的・経済的な負担を軽減すると

ともに療養生活の質の向上を図ることを目的に医療

用補整具の購入費を助成します。 
地域保健課 

 

④ あらゆる暴力から女性を守るための相談・支援体制の充実 

事業名 事業内容 担当課 

住民基本台帳事務

における支援措置 

住民票の写し等の交付に関する省令及び戸籍の附票

の写しの交付に関する省令に基づき、住民基本台帳

事務における支援措置として、住民基本台帳の閲覧

制限（住民票及び戸籍附票）を実施します。 

市民課 

※ＤＶ被害防止に

向けた啓発及び情

報提供 

ＤＶ被害防止に向けた正しい認識を深めるため、学

習機会の提供や啓発に取り組みます。また、相談窓

口に関する情報提供を行います。 

男女共生推進課 
女性相談の充実 

女性に対する暴力等に対応するため、関係機関と連

携し、相談体制の充実を図ります。 
ＤＶ被害者への支

援体制の拡充 
ＤＶ被害者を支援する人材の育成や関係機関との連

携などＤＶ被害者支援体制の充実を図ります。 

性犯罪等暴力の防

止についての啓発 

男女共生推進センターのさんさん広場や図書室に

て、性犯罪等暴力の防止等に関する情報提供を行い

ます。 

子どもをもつ女性

への支援の充実 

和歌山県子ども・女性・障害者相談センターとの連

携を図り、相談に応じるなど母子の生活の安定を図

ります。 

こども総合支援

センター 

自立のための支援 

市営住宅の入居資格は、公営住宅法で規定されてお

り、市営住宅優先制度については、２００４年（平成

１６年）国からの通達により、ＤＶ被害者世帯につ

いても抽選時において優先枠を設けております。 

住宅第 1 課 
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事業名 事業内容 担当課 

ＤＶ被害防止への

啓発 

特別活動や生活指導を通して男女共生への理解を深

め、関係機関等の出前授業や資料を活用するなどし

てＤＶ被害防止の啓発や支援体制の充実を図りま

す。 

学校支援課 

 

 

 

（３）子どもの人権 

＜現状と課題＞ 

子どもを取り巻く環境は、学校におけるいじめ・不登校・体罰や家庭における児童虐

待の増加が大きな社会問題となるなど、子どもの人権が十分に保障されているとは言

い難い状況にあります。また、インターネットやスマートフォンが普及する中、※ＳＮ

Ｓ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の利用による性犯罪被害が多発してお

り、子どもの人権を侵害する問題はさまざまな形で現れています。 

２０２２年（令和４年）度版「子ども・若者白書」によれば、子どもが有する困難は

経済的な困窮、いじめ、不登校、ひきこもり、障害、虐待など非常に多岐にわたり、ま

た、いくつかの困難が複合され、その困難をより複雑なものにしているケースがあり、

このような困難を抱えた子どもに対し個々の状況に応じたきめ細やかな支援を行うた

め、関係機関の連携が、強く求められています。 

本市の意識調査では、「子どもに関する人権上の問題について、現在、特に問題とな

っているのはどのようなことだと思いますか。」という問いに対して、「保護者による

子どもへの暴力や育児の放棄などの児童虐待」が７９．０％、「子ども同士による暴力

や仲間はずれ、無視などのいじめ」が４８．６％となっています。さらに「子どもの人

権が守られるために、特に必要なことはどのようなことだと思いますか。」という問い

に対して、「学校におけるいじめ、暴力行為、不登校などに対する取組の充実」が４６．

１％、「保護者が子育てに対して責任を持ち、子育てする力を発揮できる子育て支援の

充実」が４５．５％、「自分を大切にし、他人を思いやる心を持った子どもを育てる人

権教育の充実」が４４．７％という結果になっています。 

このような中、本市では、公立小・中学校において、２０１７年（平成２９年）度よ

り３年計画で全ての学校にコミュニティスクールの仕組を導入することによって、子

どもの健やかな育成のための教育活動に取り組んできました。 

また国の施策として、２０１２年（平成２４年）に、認定こども園、幼稚園、保育所

（園）を通じた共通の新たな給付や、認定こども園法の改善等が盛り込まれた「子ど

も・子育て関連３法」が制定され、２０１５年（平成２７年）から幼児教育・保育や地

域の子ども・子育て支援を総合的に推進することを目的とした子ども・子育て支援新

制度が進められています。２０１３年（平成２５年）には、いじめの防止等のための対

策を総合的かつ効果的に推進することを目的として、「いじめ防止対策推進法」が成立

しました。また、２０１９年（令和元年）には、子どもの貧困対策を総合的に推進する

ことを目的に、「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が改正されました。 
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（複数回答、単位：％）

79.0

25.1

10.7

48.6

28.6

17.2

17.3

11.5

12.1

0.4

2.5

1.1

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

保護者による子どもへの暴力や
育児の放棄などの児童虐待

大人が子どもの意見を聞かず、自分の
意見を子どもに強制すること

｢子どもだから」という理由で、子どもの
プライバシーを尊重しないこと

子ども同士による暴力や仲間はずれ、
無視などのいじめ

いじめをしている人やいじめられている人を
見て見ぬふりをすること

教師による言葉の暴力や体罰

不審者によるつきまといなど、子どもの
安全をおびやかす行為

児童売春、児童ポルノ等

暴力や性など、子どもにとって
有害な情報のはんらん

特に問題はない

わからない

その他

無回答
（N=1415）

本市では、この新制度の目的にのっとり、子どもの健やかな成長と保護者の子育て

を社会全体で支援する環境を整備することを目的に、２０２０年（令和２年）「第二期

和歌山市子ども・子育て支援事業計画」を新たに策定し、子どもの人権擁護に関する施

策も含め、さまざまな施策を推進しています。 

今後も、子どもと子育てを取り巻く社会環境の変化に的確に対応し、子どもも一人

の人間としての人権が最大限に尊重され、心身ともに健やかに育つよう、子どもの人

権や権利について理解を深める教育・啓発活動を推進するとともに、２１世紀を担う

子どもたちが健やかに育成される環境づくりを計画的に進めていくことが必要です。 
 
 
 
 
 
 

【子どもに関する人権上の問題点】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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45.5

44.7

20.1

46.1

10.2

24.2

18.0

11.7

18.4

15.2

0.4

2.5

1.3

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

保護者が子育てに対して責任を持ち、子育て
する力を発揮できる子育て支援の充実

自分を大切にし、他人を思いやる心を持った
子どもを育てる人権教育の充実

子どもの思いや考えが大切にされるなど、
子どもの個性や自主性の尊重

学校におけるいじめ、暴力行為、不登校
などに対する取組の充実

学校における体罰防止の取組、
教師の研修の充実

家庭、学校、地域の連携強化と
社会全体での子どもの育成

児童虐待の予防、早期発見に向けて地域での
見守りや専門機関の支援活動の充実

性犯罪、児童ポルノ、いじめなど子どもの
人権侵害の調査、取り締まり、罰則の強化

子ども自身が安心して話ができる
相談体制の充実

親（保護者）の育児不安などに対する
相談・支援の充実

特にない

わからない

その他

無回答

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

【子どもの人権を守るために必要なこと】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【具体的な取組】 

① 子どもの人権を尊重する教育・啓発の推進 

事業名 事業内容 担当課 

子どもの人権に関

する啓発活動 
担当部署との協議に基づき、広報紙やホームページ、
※ＳＮＳ等を通して情報提供を行います。 

広報広聴課 

情報提供の充実 
担当部署との協議に基づき、広報紙やホームページ、

ＳＮＳ等を通して情報提供を行います。 
子どもの人権に関

する啓発活動の推

進 

子どもの人権について認識を深めてもらうために、

パンフレット等を利用し、啓発ビデオ等の貸し出し、

また講演等を実施して啓発を進めます。 
人権同和施策課 

子どもの自主的な

取組の推進 
子どもが自主的に参加し､自由に遊べ､安全にすごす

ことができる子どもの居場所づくりを推進します。 
子育て支援課 

子どもの主体的な

取組の推進 

子どもの考えや意見が尊重されるよう、「子どもの

日」等におけるイベント、少年のつどい、子ども会活

動等、あらゆる機会を通じて子どもの主体性を尊重

する取組を推進します。 

青少年課 

人権保育の推進 

愛情や信頼感のある保育のなかで人権を大切にする

心を育んでいけるよう、子どもの特性や成長を踏ま

え、一人ひとりの人格が尊重された人権保育を推進

します。 

保育こども園課 

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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事業名 事業内容 担当課 

保育士等への研修

等の充実 

人権尊重の理念を十分認識したうえで、保育が実践

されるよう、保育士等の人権意識の高揚と資質の向

上に向けて、研修内容の充実を図ります。また、※人

権擁護推進員が参加した研修での受講内容を各所属

職員間で共有し、各施設で遂行できるよう園内研修

を実施します。研修以外にもあらゆる人権教育の機

会について情報提供を行い、必要に応じて適宜園内

研修の実施に努め、保育士等の積極的な参加を促進

します。 

保育こども園課 

子どもの人権に関

する啓発活動 

子どもの人権についての認識を深めてもらうため、

パンフレット等を利用して「児童の権利に関する条

約」や児童虐待に関する広報・啓発を進めます。 

こども総合支援

センター 

学校における人権

教育の推進 

子どもの人権意識を培い、人権尊重に向けた取組を

実践できるよう、幼稚園、学校において子どもの発

達段階に応じた人権教育を推進します。同和問題（部

落差別）をはじめあらゆる差別をなくすため、学校

教育全体の中で人権教育に取り組み、人権意識の高

揚を図ります。 

学校支援課 

「児童の権利に関

する条約」につい

ての学習推進 

子どもが人権尊重の精神を生活の中で活かせるよ

う、発達段階に応じた「児童の権利に関する条約」に

ついての学習を意図的・計画的に行うことを推進し、

子どもの人権や人権擁護に関する基本的な知識を確

実に身に付けさせるとともに、自他の生命や存在を

大切に考える意欲や態度、行動力を育成します。 

豊かな人間性を育

む教育の推進 

道徳科を要として、道徳教育を充実させる中で、人

と関わる、自然と関わる、社会と関わる体験活動を

意図的・計画的に取り入れることで、自尊感情を高

め、他人の人権を尊重する心情を育むとともに、よ

りよい人間関係が構築できるよう、多様な価値観や

考えを持つ人々と交流し、自分の気持ちを伝えたり

相手の思いや考えを理解したりできる活動を進めま

す。 

人権教育研究の推

進 

各学校における人権・同和教育の取組の充実が図ら

れるよう、「和歌山市ブロック人権教育研究会」にお

ける講演会や研究授業、学校間での実践交流を推進

するとともに、指導資料を作成し、その活用普及に

取り組みます。 

教職員等への人権

教育研修の充実 

人権尊重の理念を十分認識したうえで、教育指導が

実践されるよう、教職員の人権意識の高揚と資質の

向上に向けて、研修内容の充実を図ります。また、人

権教育の機会について情報提供に努め、教職員の積

極的な参加を促進します。 

学校支援課 
教育研究所 

家庭における人権

教育への支援 

家庭での教育によって差別意識をもつことのないよ

う、保育所、幼稚園・こども園、学校に通う子どもの

保護者に対して、人権問題に関する研修会を実施し、

各学校等の実情に合った内容・企画で学習機会を提

供します。 

生涯学習課 
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② 子育て支援や児童虐待防止等の推進 

事業名 事業内容 担当課 

住民基本台帳事務

における支援措置 

住民票の写し等の交付に関する省令及び戸籍の附票

の写しの交付に関する省令に基づき、住民基本台帳

事務における支援措置として、住民基本台帳の閲覧

制限（住民票及び戸籍附票）を実施します。 

市民課 

虐待相談の充実 
障害のある人からの相談において、相談支援の充実・

強化を図ります。また、深刻化する相談に対して、柔

軟かつきめ細かな対応を行います。 

保健対策課 
障害者支援課 

児童虐待への支援

ネットワークの充

実 

児童虐待の早期対応を図るため、電話相談及び個別

相談の充実・強化を図ります。また、要保護児童対策

地域協議会事務局としてサポート連絡会議を開催

し、関係機関と連携し、深刻かつ複雑化する相談に

対して、柔軟かつきめ細かな対応を図ります。 

こども総合支援

センター 

児童虐待への支援

体制の充実 

精神保健福祉相談の中で児童虐待に関するさまざま

な問題への対応・支援に向けて、各専門機関の連携

による要保護児童対策地域協議会、サポート連絡会

議及び実務者会議に出席し児童虐待への支援体制の

充実を図ります。 

保健対策課 

相談員の能力向上のため、市町村虐待対応指導者研

修及び児童虐待対応母子保健関係職員指導者研修に

参加します。また、要保護児童対策地域協議会事務

局として関係機関を対象に研修会の開催を行いま

す。 

こども総合支援

センター 

子育ての相談・支

援体制の充実 

訪問員が家庭を訪問し、育児や産後の生活などの相

談に応じ、子育て支援に必要な情報提供を行います。

また、保健センターにおいて、交流、相談、情報提供

などあらゆる方法で子育てを支援します。 

地域保健課 

子育てプランナーによる相談体制の充実 
（地域子育て支援施設との連携、情報交換など） 

子育て支援課 

保育士による相談体制の充実 
（地域子育て支援施設との連携、情報交換など） 

こども総合支援

センター 

子育ての悩みや不安を解消するため、地域子育て支

援拠点施設において、親子の交流、子育てに関する

相談・情報提供などを、身近で気軽に利用できる場

として、支援体制の充実を図ります。 

子育て支援課 

子育ての悩みや不安を解消するため、電話相談・来

所相談・家庭訪問等を通し、相談員が助言・援助を行

い、育児負担の軽減や虐待防止を図ります。 

こども総合支援

センター 

保護者の育児負担の軽減等のために、子育て短期支

援事業（ショートステイ・トワイライトステイ）を実

施します。 

こども総合支援

センター 
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事業名 事業内容 担当課 

子育て世代包括支

援センター事業 

市内４保健センター内に子育て世代包括支援センタ

ーを設置し、妊娠届出の受理及び母子健康手帳等の

交付を行うとともに、助産師等の専門職による面接

を実施し、妊産婦及び乳幼児に包括的な支援を行う

ことにより、妊娠期から子育て期にわたる切れ目の

ない支援を実施します。 

地域保健課 

産後ケア事業 

産後１年未満の母子に対し、医療機関等にてショー

トステイやデイサービスによる支援の充実や、産婦

健康診査結果で支援が必要と思われる産婦に対し、

助産師、保健師が訪問支援を行い、産後の身体的、精

神的ケアや育児に関する保健指導を実施し、子ども

を産み育てやすい体制を整えます。 

地域保健課 

保育所・こども園

における虐待相

談・支援体制の充

実 

児童虐待の早期対応を図るため、保育場面における

子どもやその保護者の小さな変化に気を配り、関係

機関と連携しながら、深刻化する相談に対して、柔

軟かつきめ細かな対応を図ります。 

保育こども園課 

児童虐待に関する

啓発 
前向き子育てプログラム（※トリプルＰ）を実施し、

グループワークや講演会を通して啓発を行います。 

こども総合支援

センター 

子ども家庭総合支

援拠点の設置 

地域の子どもとその家庭に寄り添い、専門的に相談

対応する拠点として、関係機関と連携し、育児不安

の軽減等を通じて、虐待の未然防止・早期発見につ

なげます。 

こども総合支援

センター 

 

③ いじめや不登校等に対する取組の推進 

事業名 事業内容 担当課 

いじめ防止の取組 

いじめ防止の取組として、児童・生徒にいじめ防止

教室を実施します。 
「いじめ・不登校問題に関する検討委員会」を年２

回開催し、いじめや不登校の未然防止や早期発見の

ための効果的な方策を検討し、学校を通して発信し

ていきます。 

少年センター 
子ども支援セン

ター 

青少年の相談体制

の充実 

いじめ・不登校などの教育的問題や子育て・虐待な

ど養育的問題等、子どもに関わるあらゆる問題に対

応するため、学校、地域、関係機関との連携を強化

し、相談体制の充実を図ります。 

子ども支援セン

ター 
学校教育相談体制

の充実 

全中学校区にスクールソーシャルワーカーを配置

し、教職員を対象とした研修を実施したり、関係機

関との連携による支援を実践することで、いじめや

不登校をはじめ、児童生徒の生活上の課題に全ての

教職員が福祉的な視点をもってより適切な対応がで

きるよう、関係機関との連携による相談体制の整備

を図ります。 

不登校児童生徒へ

の支援 

ふれあい教室（適応指導教室）での支援活動を拡充

し、将来の社会的自立や学校復帰を目指して、基礎

学力の補充、様々な体験活動、社会性を身に付ける

ための取組を実施します。 
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④ 子どもの健全育成環境の整備 

事業名 事業内容 担当課 

子どもの貧困に関

する支援 

貧困リーフレットについて、当課窓口に設置するな

ど子どもの貧困問題についての周知徹底を図りま

す。また、子どもの貧困対策庁内連絡会議を実施し、

課題の抽出や対策等について、関係各課と連携し推

進していきます。 
子育て支援課 

児童館の運営 
子どもに健全な遊びを提供し､健全な人間関係の育

成に努め､健康の増進や情操を豊かにすることを推

進します。 

体験・交流活動の

充実 

子どもの豊かな人間性を育むため、学校、地域との

連携を図りながら、自然とのふれあい、異文化や異

世代との交流など、さまざまな体験・交流機会を提

供していきます。特に、動物とのふれあいや、中学生

以下入場無料の機会を設けるなどの事業を進めてい

ます。 

和歌山城整備企

画課 

子どもの豊かな人間性を育むため、学校、地域との

連携を図りながら、自然とのふれあい、異文化や異

世代との交流など、さまざまな体験・交流機会を提

供していきます。 

青少年課 

道路・歩道等の整

備 
松江木本線の道路拡幅工事を行い、歩行者通行空間

の整備を推進します。 
道路建設課 

学校における体

験・交流活動の充

実 

近隣幼稚園の園児と小学生の交流や、地域の方との

交流をより進めます。 
学校教育課 

青少年の健全育成

の推進 
補導活動、少年相談、少年教室、講演など、関係機関

と連携活動を実施します。 
少年センター 

体験活動の充実 

休業土曜日等に、子どもたちが自然体験・社会体験、

文化・スポーツ活動等、様々な活動や体験を行うた

め、市内５１校区（５０小学校区と１義務教育学校

区）において支援します。 

生涯学習課 

子どもの社会性や豊かな人間性を育むため、自然や

生命を理解するためのさまざまな体験活動の機会や

場を提供します。 
こども科学館 

学童保育の充実 
利用希望者の急激な増加を考慮し、若竹学級施設の

拡充に向けて、学校と協議しながら教室の確保に努

めてまいります。 
青少年課 

地域団体・グルー

プへの支援 

子どもの自主性や連帯性を育む機会として、地域の

子ども会・青少年団体等への活動の支援や指導者の

養成を図り、各種団体の活性化を図ります。 

図書館の運営 
絵本や児童書など資料の充実を図るとともに、おは

なし会や読み聞かせイベントの開催などにより、子

どもの健全育成の場を提供します。 
読書活動推進課 

子どもの学習・生

活支援事業の実施 

経済的な理由により、塾に通うことができない子ど

もやあまり学校に行けていない子どもを対象に、学

習支援活動を実施します。 
生活支援第２課 
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（４）高齢者の人権 

＜現状と課題＞ 

近年、高齢者をとりまく状況は、家族等の養護者による身体的・心理的暴行やネグレ

クト等の高齢者虐待、介護施設等における施設従事者による高齢者虐待、高齢者をね

らった悪徳商法や振り込め詐欺事件等が多発し、大きな社会問題になっています。 

また、高齢者は道路や屋内のわずかな段差や駅の階段等を障壁（バリア）と感じるこ

とがあります。これらの障壁（バリア）を取り除き、すべての人が同じように自由に生

活できる社会（※バリアフリーな社会）を築くため、必要に応じて取組を進めていくこ

とが重要です。加えて、「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」が２０２３

年（令和５年）に制定され、認知症を含めたすべての高齢者が、その個性と能力を十分

に発揮し、相互に人格と個性を尊重しつつ支え合いながら共生する活力ある社会の実

現が求められています。 

本市においては、２０２０年（令和２年）８月１日現在の高齢化率（総人口に占める

６５歳以上人口の割合）は３０．４％となり、今後、認知症高齢者や一人暮らし高齢者

が増加することが予測されており、支援が必要な高齢者が安心して生活を送ることが

できる取組を進める必要があります。一方で、平均寿命の伸長とともに、生涯現役を目

指して活躍する高齢者も増加しており、長くなった高齢期を健康で生きがいを持ちな

がら暮らしていける長寿社会を構築していくことも重要な課題となっています。 

本市の意識調査では、「高齢者の人権問題について、特に問題があると思うのはどの

ようなことですか。」という問いに対して、「高齢者をねらった詐欺や悪徳商法などの

被害者が多いこと」が５４．３％、「経済的な自立が困難なこと」が３７．７％となっ

ています。また、「高齢者の人権が守られるために、特に必要なことはどのようなこと

だと思いますか。」という問いに対して、「保健、医療、福祉、介護などのサービスの強

化」が４０．８％、「高齢者に対する詐欺や悪徳商法などの未然防止活動や犯罪の取り

締まりの強化」が３７．７％、「高齢者に対する見守り活動など、地域で高齢者を支え

ていく仕組みの強化」が３６．４％という結果になっています。 

本市では、２０２０年(令和２年)に「第４次和歌山市地域福祉計画(わかやま・元気

ふくし計画)」、２０２１年(令和３年)に「第８期和歌山市高齢者福祉計画及び介護保

険事業計画」を策定し、お互いを尊重し、支え合うまちづくりに取り組んでいます。今

後も、すべての高齢者が住み慣れた地域において役割と生きがいを持ち、あらゆる地

域住民と支え合いながら、自分らしく活躍できる地域共生社会の実現を目指し、取組

を進めていく必要があります。 
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37.7

20.7

54.3

24.0

11.1

11.4

7.3

23.4

8.1

21.2

2.2

3.3

1.1

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

経済的な自立が困難なこと

道路の段差や建物の階段など、高齢者に配慮
したまちづくりが進んでいないこと

高齢者をねらった詐欺や悪徳商法
などの被害者が多いこと

情報を高齢者にわかりやすい形にして
伝える配慮が足りないこと

高齢者をじゃまもの扱いにし、
つまはじきにすること

家庭内での看護や介護において高齢者
に嫌がらせや虐待をすること

高齢者の意見や行動を尊重しないこと

病院での看護や養護施設において高齢者
に劣悪な処遇や虐待をすること

アパート等住宅への入居が困難なこと

働ける能力を発揮する機会が少ないこと

特に問題はない

わからない

その他

無回答

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

【高齢者に関する人権上の問題点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【高齢者の人権を守るために必要なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36.4

8.1

37.7

40.8

13.6

19.4

6.1

19.8

15.0

23.1

9.2

2.3

3.4

1.0

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

高齢者に対する見守り活動など、地域で
高齢者を支えていく仕組みの強化

高齢者の人権を守るための
教育・啓発活動の推進

高齢者に対する詐欺や悪徳商法などの未然
防止活動や犯罪の取り締まりの強化

保健、医療、福祉、介護などの
サービスの強化

高齢者と他の世代との交流の促進

公共建築物等のバリアフリー化など、高齢者に
配慮したまちづくりを進めること

高齢者の学習機会の充実

高齢者の働く場所の確保など、
多様な就業機会の充実

ボランティア活動など、高齢者の
社会参加の機会の充実

高齢者やその家族が気軽に
相談できる体制の充実

虐待などに対して、迅速かつ適切な対応・
支援が行えるような体制の強化

特にない

わからない

その他

無回答

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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【具体的な取組】 

① 高齢者への理解を深める教育・啓発の推進 

事業名 事業内容 担当課 

高齢者に関する啓

発活動 

担当部署との協議に基づき、広報紙やホームページ、
※ＳＮＳ等を通して情報提供を行います。 

広報広聴課 

高齢者の人権についての認識を深めてもらうため、

高齢者虐待防止マニュアル、※成年後見制度パンフレ

ットを作成し、各種講演会等において、高齢者の人

権に関する広報・啓発を進めます。 

高齢者・地域福

祉課 

高齢者の人権に関

する啓発活動の推

進 

高齢者の人権について認識を深めてもらうために、

パンフレット等を利用し、啓発ビデオ等の貸し出し、

また講演等を実施して啓発を進めます。 
人権同和施策課 

介護保険施設職員

等への研修の促進 

介護施設等の※人権擁護推進員に対して、人権研修等

の機会についての情報提供に努め、介護施設等の職

員の人権研修の充実を図ります。 
指導監査課 

権利擁護業務 

高齢者が、地域において尊厳のある生活を維持し、

安心して生活を行うことができるよう、専門的・継

続的な視点から、高齢者の権利擁護のため必要な支

援を行います。高齢者の困難事例への対応、成年後

見制度の活用促進や消費者被害の防止の他、高齢者

虐待への対応、老人福祉施設等への措置の支援等を

実施します。 

地域包括支援課 

保育所・こども園

における世代間交

流の推進 

高齢者に対して思いやりのある心を育てるため、福

祉施設への訪問や園行事への地域住民の参加によ

り、高齢者と若い世代がふれあう世代間交流を推進

します。 

保育こども園課 

高齢者との交流の

推進 

高齢者に対して思いやりのある心を育てるため、幼

稚園、学校、地域において、福祉施設への訪問や高齢

者へのボランティア活動、交流学習など、高齢者と

若い世代がふれあう世代間交流を推進します。 

学校支援課 

公民館における世

代間交流の推進 

公民館活動の中で幅広い年齢を対象とした事業を開

催することで世代間交流を促し、高齢者に対する思

いやりの心を育みます。 
生涯学習課 
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② 保健福祉サービスの充実 

事業名 事業内容 担当課 

地域包括支援セン

ターの充実 

高齢者及びその家族に対して、介護に関する相談、

関係機関との連絡・調整を行い、高齢者の介護予防

や生活支援を図ります。また、地域における保健福

祉の総合相談窓口として、身近で気軽に相談でき、

適切なサービスが受けられるよう、充実を図ります。 地域包括支援課 

生活支援サービス

の充実 

高齢者が住み慣れた地域で安心で快適な生活を送れ

るよう、見守りを兼ねた配食サービスなどの生活支

援サービスの充実・見直しを図り、効果的な事業を

推進します。 
高齢者が住み慣れた地域で安心で快適な生活を送れ

るよう、在宅理美容サービス、日常生活用具の給付、

緊急通報システム事業、住宅改造助成、高齢者補聴

器購入費助成などの生活支援サービスの充実・見直

しを図り、効果的な事業を推進します。 

高齢者・地域福

祉課 

家族介護支援サー

ビスの充実 

高齢者が在宅で家族等による介護を受けながら安心

して暮らしていけるよう、紙おむつ給付事業、家族

介護教室など、家族等介護者の負担を軽減するサー

ビスの充実を図り、効果的な事業を推進します。 
地域包括支援課 

介護予防サービス

の充実 

寝たきりや閉じこもり等を防止し、要支援・要介護

状態に陥ることのないよう、「WAKAYAMA つれもて

健康体操」をはじめとした一般介護予防事業の充実

を図り、地域において自立した生活が継続できるよ

うに効果的な事業を推進します。 
寝たきりや閉じこもり等を防止し、要支援・要介護

状態に陥ることのないよう、知識の普及、運動等の

実践を通じて介護予防サービスの充実を図り、効果

的な事業を推進します。 

地域保健課 

 

③ 高齢者の権利擁護の推進 

事業名 事業内容 担当課 

介護に関する相談

の充実 

高齢者が安心して介護サービスを利用できるよう、

介護サービスの利用等に関する相談・苦情に対応し

ます。 
介護保険課 

※介護保険制度の

広報・啓発 

介護保険に関する制度やお知らせについて、パンフ

レット、ホームページ、ＳＮＳ等を通して情報提供

を行います。 

福祉に関する相談

の充実 

高齢者が安心して福祉サービスを利用できるよう、

福祉サービスの利用等に関する相談・苦情に対応し

ます。 高齢者・地域福

祉課 
権利擁護の相談・

援助 

認知症高齢者など、判断能力が不十分な人の生活を

支えるため、※成年後見制度の利用を促進し、権利擁

護を推進します。 
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事業名 事業内容 担当課 

高齢者虐待相談の

充実 

高齢者虐待に関する相談について、各関係機関と連

携しつつ、早期対応を図ります。また、虐待防止ネッ

トワーク会議を開催し、事例検討を通じて、虐待問

題を共有することで、各関係機関と連携を深め、高

齢者虐待の支援体制の充実を図ります。 

高齢者・地域福

祉課 

認知症高齢者の家

族への支援 

認知症高齢者の人権を尊重する対応が図られるよ

う、見守り支援員派遣、※ピアカウンセリングのつど

いを実施し、認知症高齢者の家族の負担軽減を図り

ます。 

地域包括支援課 

 

④ 高齢者の健康・生きがい対策の推進 

事業名 事業内容 担当課 

市民公益活動の促

進 

高齢者が意欲や能力に応じた活動を行えるよう、各

団体との連携を図り、市民公益活動への高齢者の参

加を促進します。 
自治振興課 

老人クラブ活動の

支援 

単位老人クラブ及び和歌山市老人クラブ連合会に補

助金を交付し、地域活動や住民同士の交流を支援し

ます。 
高齢者・地域福

祉課 
生きがいと健康づ

くりの促進 

高齢者の生きがいと交流を促進するため、教養の向

上、健康増進、社会奉仕、レクリエーション等の余暇

活動や交流活動を推進します。高齢者の生きがいと

健康づくりを促進するため、老人優待利用券交付事

業等を推進します。 

就労機会の提供 
高齢者が長年培ってきた豊富な知識や経験、能力を

活かしていけるよう、シルバー人材センターにおい

て高齢者の就労機会を提供します。 
産業政策課 

スポーツの振興 

高齢者の健康の維持・増進を図り、地域との交流を

深められるよう、高齢者のニーズに応じたスポーツ

の普及を図り、高齢者のスポーツ活動の振興とスポ

ーツを通じた運動習慣づくりを推進します。 

スポーツ振興課 

公民館における生

涯学習の推進 

各地区公民館において高齢者を対象とした各種講座

を開催し、高齢者の学習意欲や趣味活動への要望に

応えます。 
生涯学習課 

生涯学習の推進 
高齢者の学習意欲や趣味活動への要望に応えるため

の資料を収集し、情報提供を行います。 
読書活動推進課 

 

⑤ 地域福祉の推進 

事業名 事業内容 担当課 

社会福祉協議会活

動への支援・強化 
和歌山市社会福祉協議会に補助金を交付し、社会福

祉活動を支援し、地域福祉を推進します。 

高齢者・地域福

祉課 

地域ケア体制の充

実 

市内全域を対象とした第１層生活支援コーディネー

ター及び市内１５か所の日常生活圏域に第２層生活

支援コーディネーターを配置し、生活支援の担い手

の養成や生活支援サービスの開発等の基盤整備を行

います。 

地域包括支援課 
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⑥ 高齢者が安心して暮らせる生活環境の整備 

事業名 事業内容 担当課 

公共交通機関の整

備 

公共交通機関の利便性・安全性の向上を図るため、

駅などへのエレベーターの設置やノンステップバス

の拡充、UD タクシー（ユニバーサルデザインタクシ

ー）の拡充など、関係機関との協力を図り、公共交通

機関の※バリアフリー化を推進します。 
交通政策課 

公共交通不便地域における地域が主体となった地域

内交通である地域バス等の導入を推進します。 

情報提供の充実 
担当部署との協議に基づき、広報紙やホームページ、
※ＳＮＳ等を通して情報提供を行います。 

広報広聴課 

防災対策の強化 

高齢者の大規模災害時における防災対策を強化する

ため、災害時の対処方法等についての啓発活動を実

施します。また、災害時の避難体制や避難所受入れ

体制の強化、障害に配慮した情報入手手段の確保を

図るとともに、自主防災会への支援を通じて、地域

社会全体の、高齢者への防災対応力の強化を図りま

す。 

総合防災課 
地域安全課 

消費者被害の防止 

和歌山市消費者安全確保地域協議会を通じて、関係

機関等との連携を強化し、高齢者への実践的な消費

生活知識向上のための講演会や悪質商法、振り込め

詐欺等の被害防止のための様々な啓発活動を実施し

ます。また、消費者自らが解決できるような社会を

構築するための消費者教育を図ります。 

市民生活課 

ふれあい収集事業 

２０１３年（平成２５年）５月から「ふれあい収集」

の受付を開始、同年１０月から実施しています。従

来は収集場所までごみを出してもらっていましたが

「ふれあい収集」実施世帯については週１回の収集

で全品目を玄関前で回収しています。また希望され

る方については、声かけを行っています。 
対象者は、７０歳以上、かつ要介護度３以上の認定

を受けている方で、一人暮らしの方または同居する

家族の方が７０歳以上かつ要介護度３以上の認定を

受けている、または視覚障害１、２級または肢体不

自由１、２級の身体障害者手帳をお持ちで集積場所

までごみを運ぶことができない方です。 

収集センター 

防災・防犯対策の

強化 
和歌山市内の高齢者福祉施設等に対し、防災対策施

設整備等に対する補助金の交付を予定しています。 

高齢者・地域福

祉課 

防火・防災対策の

強化 

高齢者の安全対策に重点を置いた火災や災害による

犠牲者発生防止対策を推進するため、自治会、防火

協力団体等と連携し、防火・防災に関する知識の普

及を図り、積極的な協力を働きかけます。また、老人

クラブ防火セミナーの受講を推進し、高齢者世帯の

住宅防火を図るとともに、高齢者等防火推進週間を

設け、老人福祉施設等に対する防火指導を実施し、

火災等による被害の軽減を図ります。 

予防課 

 
 
 



- 42 - 
 

事業名 事業内容 担当課 

公共施設等の整備 

保健所にある多目的トイレが、誰もが利用しやすい

ものとなるよう、維持管理を図ります。 
総務企画課 

誰もが利用しやすい公共施設となるよう、車いすや

親子で利用できる多目的トイレ、手すり、エレベー

ターの設置、誘導用ブロック、音声及び文字表示に

よる案内など、緊急性、必要性を考慮しながら効率

的な整備を図ります。 

地域保健課 
和歌山城整備企

画課 
農林水産課 

本市の各部局が取り組んでいる市有施設の※バリア

フリー化の進捗状況を調査し、その結果を基に関係

課会議を開いて、情報共有を行います。 

高齢者・地域福

祉課 

和歌山県福祉のまちづくり条例による、特定施設の

新築等工事届出により高齢者が安全かつ円滑に利用

できる公共的施設等の整備を促進してまいります。 
建築指導課 

都市計画道路整備

事業（県工事負担

金） 

和歌山県施行の都市計画事業に係る工事等に対する

市の負担金（負担率 1/6）を支出しています。事業中

の路線については「高齢者、障害のある人等の移動

等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー新

法）」等に基づき、道路、歩行空間等のバリアフリー

化を推進し、全ての人が安全安心に利用できる道路

整備を進めています。 

道路政策課 

道路・歩道等の整

備 

事業中の都市計画道路今福神前線においてセミフラ

ットタイプの歩道整備を推進します。 
道路建設課 

道路・歩道等の利便性・安全性の向上を図るため、歩

道の段差解消など、道路・歩道等の整備を推進しま

す。 
道路管理課 

交通安全施設等の

整備 

緊急に交通の安全を確保する必要がある小区間にお

いて、交通弱者等の利便性・安全性の向上を図るた

め、交通安全施設の整備を推進します。 

住宅の整備 
高齢者が安心で快適な生活を送れる住居環境を確保

するため、住宅の建設及び改築にあたっては、バリ

アフリー化や高齢者向住宅の整備を推進します。 

住宅第 1 課 
住宅第 2 課 

選挙時における配

慮 
高齢者の方に対する配慮として、投票所のバリアフ

リー化等により投票環境の向上を図ります。 

選挙管理委員会

事務局 
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（５）障害のある人の人権 

＜現状と課題＞ 

障害のある人を取り巻く環境は、家族等の養護者による身体的・心理的暴行やネグ

レクト等の虐待、福祉施設等における虐待事件、障害を理由とする不当な差別、偏見と

いった人権侵害が依然として発生しており、社会問題となっています。 

本市において、２０２１年（令和３年）に「第５期和歌山市障害者計画」を策定しま

した。「第５期和歌山市障害者計画」は２０２１年（令和３年）度から２０２６年（令

和８年）度までの６年間を計画期間と定め、障害のある人が自立した日常生活及び社

会生活を営むことができるよう、障害福祉サービス及び相談支援並びに地域生活支援

事業を促進しています。２０２４年（令和６年）に「第７期和歌山市障害福祉計画」及

び「第３期和歌山市障害児福祉計画」を策定しました。「第７期和歌山市障害福祉計画」

及び「第３期和歌山市障害児福祉計画」は２０２４年（令和６年）度から２０２６年

（令和８年）度までの３年間を計画期間と定め、障害のある人それぞれに応じた自立

と社会参加の実現を目指しています。また、２０１６年（平成２８年）４月に「障害を

理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」が施行されたことに

伴い、「和歌山市障害者差別解消推進条例」及び「和歌山市手話言語条例」を施行、併

せて「和歌山市職員の障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応要領」及び「障

害を理由とする差別の解消を推進するためのマニュアル」を作成し、障害のある人も

ない人も共に安心して暮らしていけるよう関係機関と連携しながら障害のある人の自

立と社会参加に取り組んでおります。そして、２０２１年（令和３年）５月に「障害を理

由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」が改正され、２０２４年

（令和６年）４月に改正法が施行されることに伴い、事業者に対する合理的配慮の提供が

義務化されるため、障害を理由とする不当な差別的取扱いの禁止及び障害のある人への※

合理的配慮をさらに推進していきます。加えて、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律」が２０２０年（令和２年）に一部改正され、様々な心身の特性や考

え方を持つすべての人々が、相互に理解を深めようとコミュニケーションをとり、支

え合うことを目的とした取組が求められています。 

しかし、障害のある人を取巻く社会環境としては、障害の発生原因や症状への理解

不足からくる障害のある人への偏見や差別意識、※バリアフリー化の遅れ等によって、

障害のある人が不利益を被ったり、各種行事への参加が消極的にならざるを得ないこ

とがあり、障害のある人の自立や社会参加を妨げる要因となっています。 

本市の意識調査では、「障害のある人についてのことがらで、人権上特に問題がある

と思われるのはどのようなことですか。」という問いに対して、「障害のある人や障害

そのものについて、世間の人々の理解が不足していること」が５６．９％、「働ける場

所や機会が少ないこと」が４０．４％となっています。さらに「障害のある人の人権が

守られるために、特に必要なことはどのようなことだと思いますか。」という問いに対

して、「障害のある人に対する偏見や差別を解消し、障害のある人の自立と社会参加を

目指し、啓発を行うこと」が４２．３％、「自立支援のための在宅サービス、福祉施設

や医療機関のサービスの充実」が３０．５％という結果になっています。 
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今後は、障害のある人の障害特性やライフステージ（幼児期、児童期、成年期等の段

階）に応じた支援、障害の有無に関わらず、すべての人が相互に人格と個性を尊重し支

え合う共生社会の実現を目指して、「※ノーマライゼーション」の理念のもとに、障害

のある人の社会参加、参画に向けた施策の一層の推進を図っていくことが求められて

います。 

 

 

 
【障害のある人に関する人権上の問題点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

56.9

40.4

25.6

12.4

11.2

5.3

21.3

5.2

1.8

16.0

10.2

12.2

1.0

6.6

0.6

2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

障害のある人や障害そのものについて、
世間の人々の理解が不足していること

働ける場所や機会が少ないこと

就職や仕事の内容、待遇で不利な扱い
を受けることがあること

給与や年金など所得保障が十分でないこと

学校の受け入れ体制が十分でないこと

結婚問題で周囲の人が反対すること

交通機関、道路、店舗、公園など
の利用が不便なこと

アパート等住宅への入居が困難なこと

スポーツ活動や文化活動への
参加が気軽にできないこと

地域社会から排除されることがあること（差別的な
言動やじろじろ見られたり、避けられたりする）

社会や施設内において、いじめや
虐待を受けることがあること

身近な地域での福祉サービスや日常生活
における配慮や工夫が十分でないこと

特に問題はない

わからない

その他

無回答

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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【障害のある人の人権を守るために必要なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な取組】 

① 障害のある人への理解を深める教育・啓発の推進 

事業名 事業内容 担当課 

障害のある人に関

する啓発・交流活

動の推進 

担当部署との協議に基づき、広報紙やホームページ、
※ＳＮＳ等を通して情報提供を行います。 

広報広聴課 

自閉症啓発のため和歌山城のブルーライトアップの

実施、障害者週間における街頭での啓発活動の実施

等啓発活動を進めていきます。 
障害者支援課 

障害の有無に関わらず、誰もが住みよい平等な社会

づくりのため、障害者支援の正しい理解・啓発を目

的として、ポスターコンクールを実施します。 

職員への研修 

新規採用職員、各職位の新任者等を対象に人権研修

を実施します。派遣研修についても例年同様職員を

派遣します。 
また、引き続き新規採用職員に対し手話研修を実施

することにより実践力を高めていきます。 

人事課 

 
 
 
 
 
 

42.3

20.6

24.5

30.5

12.0

14.6

13.2

24.3

25.3

6.8

10.0

1.0

5.8

1.0

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

障害のある人に対する偏見や差別を解消し、障害の
ある人の自立と社会参加を目指し、啓発を行うこと

障害のある人が人権侵害にあった場合の
救済など、適切な対応を行うこと

障害のある人が自立して生活しやすいように
段差の解消などのバリアフリーの整備

自立支援のための在宅サービス、福祉施設
や医療機関のサービスの充実

障害のある人と地域住民の相互理解
のための交流の推進

特別支援学校等における教育の充実、及び障害
のある人に対する理解を深める教育の推進

発達障害者への支援や、精神障害者に対する偏見・
差別をなくすための啓発活動の充実

障害のある人やその家族が相談
できる相談体制の充実

障害のある人の就労の場の確保

障害のある人の支援を行うボランティア
やＮＰＯなどを増やすこと

障害のある人がひとりではできないことを補う
ため、周囲の者が常に手助けをすること

特にない

わからない

その他

無回答

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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事業名 事業内容 担当課 

市職員・教職員等

に対する研修 

教職員に対するあらゆる人権・同和教育研修や特別

支援教育研修において、障害者差別解消法の理解と

学校教育における適切な※合理的配慮について、「共

に学び、共に育つ」という視点に立った障害のある

人への理解を深める研修を行っていきます。 

学校支援課 
教育研究所 

市職員が障害のある人に対する理解を深め、窓口等

において障害を理由とした不当な差別的取り扱いの

禁止及び障害者への合理的配慮をした対応を行うよ

う研修を実施します。 

人権同和施策課 
障害者支援課 
保育こども園課 

市民公益活動の推

進 

障害のある人の社会参加を推進するため、支援団体

との連携を図るとともに活動に参加できるボランテ

ィア人材の発掘に努め、市民公益活動を支援します。 
自治振興課 

ボランティア活動

の推進 

精神障害のある人の社会参加への支援を推進するた

め、ボランティア人材の発掘・育成に努め、ボランテ

ィア活動の推進を図ります。 
保健対策課 

障害のある人の人

権に関する啓発活

動の推進 

障害のある人の人権について認識を深めてもらうた

めに、パンフレット等を利用し、啓発 DVD 等の貸し

出し、また講演等を実施して啓発を推進します。 
人権同和施策課 

障害福祉サービス

事業者等への啓発 

障害者差別解消法の改正により、障害のある人から

意思の表明があった場合、事業者は社会的障壁の除

去の実施について、合理的な配慮をしなければなら

ないことへの理解、啓発を行います。 
また、障害福祉サービス事業者等に対する集団指導

において、労働者に対し労働条件の確保・改善、知

識・技術に関する指導を行い、加えて、人権意識の向

上に関する啓発を行います。 

指導監査課 
障害者支援課 

※人権擁護推進員

の設置 

障害者（児）の福祉サービス事業を行うものは利用

する障害者（児）の人権を擁護するため、事業所ごと

に人権擁護推進員を置くとともに、従業者に、人権

擁護に関する研修を実施します。 

障害者支援課 

保育所・こども園

における福祉教

育・交流教育の推

進 

身体や発達面で障害をもつ児童とともに活動するな

かで、障害についての正しい理解を深め、思いやり

のある心を育む保育所づくりを目指します。 
保育こども園課 

学校における福祉

教育・交流教育の

推進 

道徳や教科、総合的な学習の時間を通して、点字、ア

イマスク、車椅子等の体験活動に取り組むことで、

障害のある人へ理解を深めていくとともに、さまざ

まな交流・共同学習を通して、※インクルーシブ教育

システム構築に向けての特別支援教育の推進を図り

ます。 

学校支援課 
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② 地域生活への支援の充実 

事業名 事業内容 担当課 
※グループホーム

（共同生活援助）

の充実 

障害のある人が地域で自立した生活を送れるよう、

生活支援機能を備えた住宅であるグループホームの

確保を図ります。 

保健対策課 
障害者支援課 

経済的支援の充実 

精神障害のある人の生活基盤を支える経済的支援を

図るため、自立支援医療（精神通院）制度の周知・広

報に努め、活用の促進を図ります。 
保健対策課 

特別障害者手当、障害児福祉手当、経過的福祉手当

の支給を行い、経済的支援の補助を図ります。 
障害者支援課 

地域福祉活動の促

進 

精神障害のある人に対してきめ細かな支援が行える

よう、精神保健福祉相談員活動、民生委員・児童委員

活動、地域福祉活動、ボランティア活動、障害者団体

活動等の活性化を図るとともに、精神障害にも対応

した地域包括ケアシステムの構築に向けた協議を行

い、重層的な支援を進めます。 

保健対策課 

日中活動支援の充

実 

自営や一般企業等での就労の困難な障害のある人の

日常訓練、技術習得、就労の場を確保するため、就労

移行支援、就労継続支援等への支援を進めます。ま

た、日中活動の場や生活能力向上の訓練の場として

の自立訓練、地域活動支援センター等への支援を進

めます。 

保健対策課 
障害者支援課 

ホームヘルプサー

ビスの充実 

障害のある方や※難病患者等が、居宅において日常生

活を営むことができるよう、介護・家事の支援を行

い在宅療養生活の向上を図るため、ホームヘルプサ

ービスの充実を図ります。 

保健対策課 
障害者支援課 

ショートステイの

充実 

疾病その他の理由により、居宅において介護ができ

ない家族及び介護者を支援するため、障害のある方

や難病患者を一時的に施設において保護するショー

トステイ（短期入所）の充実を図ります。 

保健対策課 
障害者支援課 

保健・医療サービ

スの充実 

精神保健福祉相談員等による訪問指導など在宅療養

生活を支援します。 
保健対策課 

保健、医療、福祉の緊密な連携のもと、障害の早期発

見・早期治療体制の充実を図ります。また、保健師等

による訪問指導などの保健サービスの充実や、かか

りつけ医の促進等、在宅療養生活の支援に努めるこ

とにより、二次的障害の予防を図ります。 

地域保健課 

生活支援サービス

の充実 

在宅の難病患者に対し日常生活用具の給付を行い、

在宅療養生活の向上を図るとともにより一層の生活

支援サービスの充実を図ります。 
保健対策課 

精神障害のある人

への相談・支援体

制の充実 

精神障害のある人の社会参加を支援するため、医師、

精神保健福祉相談員、保健師等による相談体制の充

実を図ります。 
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事業名 事業内容 担当課 

総合的な相談・支

援体制の整備 

市民の多様で複雑な要望に対応するため、支援体制

の整備を進めます。また、質の高いサービスを提供

するため、専門的知識・技術を要する人材の確保・養

成や職員の資質の向上を図ります。 

保健対策課 
障害者支援課 

市民の多様で複雑な要望に対応するため、専門的知

識・技術を要する人材の確保・養成や、職員の資質の

向上を図ります。 
地域保健課 

療育の推進 

障害のある乳幼児の特性を生かし、将来の自立生活

へとつなげるため、日常生活の相談・指導など、在宅

での療育・生活等の支援を進めます。 
障害児通所支援のサービスの必要な方には、必要な

サービスを支給決定します。 

障害者支援課 

就労施設の充実 
就労移行支援や就労継続支援事業の各サービス事業

所増を図ります。 

障害福祉サービス

の利用 

身体障害や知的障害のある人に対して、居宅におい

て日常生活を営むことができるよう、居宅介護や短

期入所等の必要なサービスを支給決定します。 

生活支援用具の補

助 

補装具、日常生活用具、住宅改修等の給付、助成を行

い、身体障害のある人の日常生活が円滑に行われる

よう支援します。 

相談支援事業 

市内４か所の事業所に、障害のある人に係る相談支

援を委託し、障害のある人やその家族に係る相談支

援を実施します。また、市内２か所の事業所に、総合

的・専門的な相談支援の実施、地域の相談支援体制

の強化の取組、地域移行・地域定着の促進の取組、権

利の擁護のために必要な援助を行う基幹相談支援セ

ンターとして委託します。 

障害児保育の充実 

集団保育が可能な障害児が安心して保育所（園）・こ

ども園を利用できるよう、専門職員による巡回指導

や障害児保育研修の充実を図るとともに、関係機関

との連携のもと、障害児保育を充実させます。 

保育こども園課 

公立幼稚園におけ

る障害のある幼児

への教育環境の整

備 

障害者差別解消法に定める※合理的配慮の観点から、

個別に支援を必要とする幼児に対して、特別支援教

育支援補助員（幼稚園）により支援します。 
学校支援課 
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③ 自立と社会参加の促進 

事業名 事業内容 担当課 

障害のある人を対

象とした職員採用 

障害者雇用促進法に基づき、障害のある人の職業の

安定を図り、広く就労の機会を拡大するため、障害

者手帳等を所有する方を対象とした職員の採用試験

を実施します。加えて、障害のある職員の能力や適

性が十分に発揮でき、また※合理的配慮がなされた働

きやすい職場環境づくりに取り組みます。 

人事課 

スポーツ・レクリ

エーション、文化

活動の促進 

障害のある人がスポーツ・文化活動等を楽しむこと

ができるよう、関係団体と協力しながら、グラウン

ドゴルフ大会等の開催を支援し、スポーツ・レクリ

エーションの機会の拡充を図ります。また、ふれ愛

センターで実施しているふれ愛事業について、事業

内容の充実に努め文化的活動の促進を図ります。 

障害者支援課 

障害のある人がスポーツを楽しむことができるよ

う、障害者スポーツ大会等を開催します。障害のあ

る人の積極的な参加を促進するため、各種活動に関

する情報提供を行います。 

スポーツ振興課 

社会参加支援事業

等の充実 

精神障害のある人の主体的な社会参加を進めるた

め、タクシー料金の一部助成、バス・公衆浴場の利用

支援事業などの社会参加事業等を行います。 
保健対策課 

障害のある人の主体的な社会参加を進めるため、手

話通訳者・要約筆記者・盲ろう者向け通訳介助員の

養成及び派遣事業、自動車運転免許取得費用、自動

車改造費、タクシー料金の一部助成、バス・公衆浴場

の利用支援事業などの社会参加事業等を行います。 
また、手話の普及と聴覚障害のある人に対する理解

を深めてもらうため、市役所本庁１階ロビーにおい

て、毎月１回市民及び職員対象の手話講座を開催し

ます。 

障害者支援課 

社会参加支援制度

の周知 

公共料金等の割引など社会参加支援制度の周知を図

るため、広報活動や情報提供を強化し、活用の促進

を図ります。 
保健対策課 

身体・療育手帳の取得時において、「障害者（児）福

祉のしおり」に基づき、公共料金等の割引など各利

用制度の説明を行い、社会参加支援制度の周知を図

り、活用の促進を図ります。 

障害者支援課 

職業的リハビリテ

ーションの推進 

障害のある人の意向や能力に応じた就労を促進する

ため、障害福祉サービスの制度の周知を図り、就労

の場の情報提供を行います。 

保健対策課 
障害者支援課 
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事業名 事業内容 担当課 

障害のある人の雇

用促進 

障害のある人の訓練や就労の場を確保するため、就

労移行支援や就労継続支援事業所等への支援をすす

めます。また、就業支援機関等と連携をとり、障害の

ある人の雇用促進を図ります。 

保健対策課 
障害者支援課 

障害のある人の雇用機会の確保と職場適応・定着の

推進等を図るため、啓発に取り組むとともに、障害

のある人を雇用した際の助成金制度の積極的な活用

など、関係機関と連携し、企業に働きかけます。 

産業政策課 

就労サービスの充

実 

就労移行支援や就労継続支援等の各事業所の増加と

ともに、働く力や意欲に応じたサービスの支給決定

を行います。 
障害者支援課 

情報提供の推進 

ハローワーク等関係機関とともに障害者雇用の推進

を図り、障害のある人の雇用増を図ります。また、市

独自事業として、障害のある人の雇用事業所の開拓

を図ります。 

障害のある幼児児

童生徒への教育の

充実 

教育支援委員会による総合的な判断により、適正な

就学指導を行います。通常の学級における学習指導

や生活指導、別室での取り出し指導を行い、落ち着

いた教育環境づくりの推進を図っていきます。また、

特別支援教育専門員の専門的な指導助言により、個

別の支援のあり方や支援体制づくりの充実につなげ

ていきます。効果的な交流・共同学習を展開するこ

とで、※インクルーシブ教育システムの構築を図りま

す。 

学校支援課 

選挙時における配

慮 

投票所入場券に同封する選挙の点字案内、選挙公報

内容の点字版及び音声版を作成し、候補者情報等の

提供の充実を図ります。また、移動に困難を抱える

障害のある方に対する配慮としては、投票所の※バリ

アフリー化等により投票環境の向上を図ります。 

選挙管理委員会

事務局 

 

④ 障害のある人の権利擁護の推進 

事業名 事業内容 担当課 

苦情・相談体制整

備の推進 

障害のある人が安心して福祉サービスを利用できる

よう、支給決定、福祉サービスの利用等に関する相

談・苦情への対応について、関係機関との協議を図

りながら、整備を推進します。 

保健対策課 
障害者支援課 

成年後見制度利用

支援事業 

成年後見制度の利用が必要であるが、本人が申し立

てたり、代わりに申し立てできる親族がいない方に

ついて、市長が申立てを行います。 

高齢者・地域福

祉課 
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⑤ 障害のある人が安心して暮らせる生活環境の整備 

事業名 事業内容 担当課 

公共交通機関の整

備 

公共交通機関の利便性・安全性の向上を図るため、

駅などへのエレベーターの設置やノンステップバス

の拡充、UD タクシー（ユニバーサルデザインタクシ

ー）の拡充など、関係機関との協力を図り、公共交通

機関の※バリアフリー化を推進します。 

交通政策課 

情報提供の充実 

担当部署との協議に基づき、広報紙やホームページ、
※ＳＮＳ等を通して情報提供を行います。 

広報広聴課 

障害のある人に情報が行き渡るよう、点字・手話な

どの伝達方法を取り入れるとともに、効果的な情報

提供を推進します。 
障害者支援課 

防災対策の強化 

障害のある人の大規模災害時における防災対策を強

化するため、災害時の対処方法等についての啓発活

動を実施します。また、災害時の避難体制や避難所

受け入れ体制の強化を図るとともに、自主防災会へ

の支援を通じて、地域社会全体の、障害のある人へ

の防災対応力の強化を図ります。 

総合防災課 
地域安全課 

ふれあい収集事業 

２０１３年（平成２５年）５月から「ふれあい収集」

の受付を開始、同年１０月から実施しています。従

来は収集場所までごみを出してもらっていましたが

「ふれあい収集」実施世帯については週１回の収集

で全品目を玄関前で回収しています。また希望され

る方については、声かけを行っています。 
対象者は、視覚障害１、２級または肢体不自由１、２

級の身体障害者手帳をお持ちの方で、一人暮らしの

方または同居する家族の方が７０歳以上かつ要介護

度３以上の認定を受けている、または視覚障害１、

２級または肢体不自由１、２級の身体障害者手帳を

お持ちで集積場所までごみを運ぶことができない方

です。 

収集センター 

安全対策の強化 

障害のある人の災害等における安全対策を強化する

ため、災害時の対処方法や避難場所等の防災知識の

普及・啓発を図るとともに、関係機関との連携を図

ります。 

保健対策課 

独居重度身体障害者緊急通報システムの実施、ファ

ックスまたはメールによる緊急通報システムを消防

局と連携し実施します。緊急時の手話通訳者派遣に

ついても消防局と連携して実施します。 

障害者支援課 
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事業名 事業内容 担当課 

公共施設等の整備 

保健所にある多目的トイレが、誰もが利用しやすい

ものとなるよう、維持管理を図ります。 
総務企画課 

誰もが利用しやすい公共施設となるよう、車いすや

親子で利用できる多目的トイレ、手すり、エレベー

ターの設置、誘導用ブロック、音声及び文字表示に

よる案内など、緊急性、必要性を考慮しながら効率

的な整備を図ります。 

地域保健課 
和歌山城整備企

画課 
農林水産課 

ふれ愛センターを、誰もが利用しやすい施設にして

いきます。 
障害者支援課 

本市の各部局が取り組んでいる市有施設の※バリア

フリー化の進捗状況を調査し、その結果を基に関係

課会議を開いて、情報共有を行います。 

高齢者・地域福

祉課 

和歌山県福祉のまちづくり条例による、特定施設の

新築等工事届出により障害のある人が安全かつ円滑

に利用できる公共的施設等の整備を促進してまいり

ます。 

建築指導課 

障害者虐待への取

組 

障害者支援課に障害者虐待防止センターを置き、障

害者虐待の相談・通報・届出を受け付けており、対応

については障害種別等状況に応じ、障害者支援課と

保健対策課にて行います。 

保健対策課 
障害者支援課 

都市計画道路整備

事業（県工事負担

金） 

和歌山県施行の都市計画事業に係る工事等に対する

市の負担金（負担率 1/6）を支出しています。事業中

の路線については「高齢者、障害のある人等の移動

等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー新

法）」等に基づき、道路、歩行空間等のバリアフリー

化を推進し、全ての人が安全安心に利用できる道路

整備を進めています。 

道路政策課 

道路・歩道等の整

備 

事業中の都市計画道路今福神前線においてセミフラ

ットタイプの歩道整備を推進します。 
道路建設課 

道路・歩道等の利便性・安全性の向上を図るため、歩

道の段差解消など、道路・歩道等の整備を推進しま

す。 
道路管理課 

交通安全施設等の

整備 

緊急に交通の安全を確保する必要がある小区間にお

いて、交通弱者等の利便性・安全性の向上を図るた

め、交通安全施設の整備を推進します。 

住宅の整備 

障害のある人が安心で快適な生活を送れる住居環境

を確保するため、住宅の建設及び改築にあたっては、

バリアフリー化や障害者向住宅の整備を推進しま

す。 

住宅第 1 課 
住宅第 2 課 

※NET１１９番 

災害、事故、急病等の緊急事態における救助、救急活

動等を迅速に行うため、NET１１９番などを活用し、

緊急通報が困難な人が安心して暮らせる生活環境の

整備を図ります。 

指令課 
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⑥ 障害を理由とする差別の解消と※合理的配慮の提供 

事業名 事業内容 担当課 

手話通訳者派遣事

業 
手話通訳者を派遣し、聴覚に障害のある人の意思疎

通の円滑化を図ります。 

障害者支援課 

要約筆記派遣事業 
要約筆記者の派遣を委託し、聴覚に障害のある人の

意思疎通の円滑化を図ります。 
盲ろう者向け通

訳・介助員派遣事

業 

盲ろう者向け通訳・介助員の派遣を委託し、コミュ

ニケーション及び移動等を支援します。 

どこでも手話電話

サービス事業 

聴覚に障害があっても、電話をかけたい時にかけら

れるサービスのことで、インターネット上の通信サ

ービスを通して、聴覚障害のある人と手話通訳者を

映像で結び、聴覚障害のある人の代わりに手話通訳

者が電話をかけます。 

コミュニケーショ

ンカードの配布 

知的障害、発達障害等で言葉によるコミュニケーシ

ョンが苦手な人に、自分の意思を伝えるツールとな

る「Ｍｙコミュニケーションカード」を配布し、意思

疎通の円滑化を図ります。 

ヘルプマークの配

布 

義足や人工関節を使用している方や内部障害、※難病

の方など、援助や配慮を必要としていることが外見

からはわからない方々が、周囲の人に配慮を必要と

していることを知らせることで、援助を得やすくな

るよう、手助けする「ヘルプマーク」を配布し、周囲

の方への合理的配慮を促します。 

事業者に対する合

理的配慮の義務化

に伴う周知・啓発 

障害者差別解消法の改正により、障害のある人から

意思の表明があった場合、事業者は社会的障壁の除

去の実施について、合理的な配慮をしなければなら

ないことへの理解、啓発を行います。 
障害のある人に配

慮した図書サービ

スの充実 

大活字本や点字資料等の収集、自宅への郵送サービ

スなど障害のある人に配慮したサービスの充実を図

ります。 
読書活動推進課 
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（６）外国人の人権 

＜現状と課題＞ 

２０１８年（平成３０年）には、「出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一

部を改正する法律」が成立し、新たな外国人材受け入れのための在留資格が創設される

など、今後も日本で長期的に生活する外国人は増加し続けることが考えられます。 

こうした中、言語、文化、宗教、習慣、価値観の違いからの偏見や誤解による近隣住

民とのトラブル、外国人であることを理由にアパートなどへの入居拒否、働く場所や期

間が一定でなく賃金も安いといった就労の形態や条件での差別、そして特定の国籍や民

族の人々を差別、排斥したり、それを煽ったりするような言動である「※ヘイトスピー

チ」が公然と行われるなどさまざまな人権問題が起こっています。 

本市の意識調査では、「外国人の人権問題について、特に問題があると思うのはどの

ようなことですか。」という問いに対して、「外国の生活習慣や文化などへの理解が不足

しており、地域社会の受け入れが十分でないこと」が４４．６％、「就職や仕事の内容、

待遇などで、不利な扱いを受けること」が３５．１％、「特定の民族や国籍の人々を排

斥する差別的言動（いわゆるヘイトスピーチ）があること」が２３．８％となっていま

す。さらに「外国人の人権が守られるために、特に必要なことはどのようなことだと思

いますか。」という問いに対して、「外国人も地域社会を支えている一員であるという理

解を広めること」が３０．５％という結果になっています。 

このような状況の中、国籍や民族の違いに関わらず、全ての市民が互いの文化的背景

や考え方などを理解し、ともに安心して暮らし活躍できる地域社会づくりの推進を図る

ために、学校教育における国際理解教育の推進や、地域における国際交流活動の支援な

どに取り組んでいくことが必要です。 

 本市では多様な文化を持つ人々との共生を図るため、国際交流員による国際理解教育

の実施や在住外国人を対象とした日本語教室の開催、また在住外国人と地域住民が相互

に理解を深めるための講座や講演会といった学習機会の充実を図るなど、今後も多文化

共生の地域づくりを目指します。 

また、２０１６年（平成２８年）６月に施行された「本邦外出身者に対する不当な差

別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律（ヘイトスピーチ解消法）」の趣旨に

則り、日本に居住している外国出身者やその子孫に対する差別意識を助長し、地域社会

から排除することを煽るような言動の解消に取り組んでいきます。 
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【年度別 外国人住民届出者数状況】 

２０１９年度 
（令和元年度） 

２０２０年度 
（令和２年度） 

２０２１年度 
（令和３年度） 

２０２２年度 
（令和４年度） 

３，６１０人 ３，６７６人 ３，５１５人 ３，８１２人 

 

 
【２０２２年度（令和４年度）国別外国人住民届出者数状況（上位５か国）】 

朝 鮮 ・ 韓 国 中   国 ベ ト ナ ム フ ィ リ ピ ン タ   イ 

１，２１０人   ６５９人   ６４５人    ３３２人   ３１４人 

 
資料：市民課 

 
 
 

【外国人に関する人権上の問題点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

44.6

35.1

6.8

10.6

9.7

7.3

6.1

23.8

6.2

19.9

1.2

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50%

外国の生活習慣や文化などへの理解が不足して
おり、地域社会の受け入れが十分でないこと

就職や仕事の内容、待遇などで、
不利な扱いを受けること

店や施設の利用、サービス
の提供を拒否されること

アパート等住宅への入居が困難なこと

じろじろ見られたり、避けられたりすること

国籍を理由に、結婚に周囲が反対すること

本名を使用することにより差別や不利益を
受けることがあるため、やむを得ず通称名
を使う人が多いこと

特定の民族や国籍の人々を排斥する差別的言動
（いわゆるヘイトスピーチ）があること

特に問題はない

わからない

その他

無回答

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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【外国人の人権を守るために必要なこと】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【具体的な取組】 

① 相互理解のための教育・啓発、交流活動の推進 

事業名 事業内容 担当課 

外国人への相談・

支援の充実 

担当部署との協議に基づき、広報紙やホームページ、
※ＳＮＳ等を通して情報提供を行います。 

広報広聴課 

在住外国人に対する情報提供として、市ホームペー

ジに英語、中国語及びハングルに翻訳した「ごみの

出し方」を掲載しています。また、今後も相談・支援

及び情報提供の窓口となる国際交流課及び広報広聴

課に対して必要な情報を提供し、間接的に支援して

まいります。 

一般廃棄物課 

外国人が地域で※ヘイトスピーチ等の不当な差別を

受けることなく安心して生活できるよう、「関係団

体、機関、部局との連携強化」、「多言語による相談対

応」等、支援体制の充実を図ります。また、生活の利

便性を高めるため、生活情報を中心とした情報提供

を充実させます。 

国際交流課 

 
 
 

（複数回答、単位：％）

25.7

23.7

30.5

17.1

15.4

23.3

22.1

5.4

17.8

0.9

1.9

0% 10% 20% 30% 40%

外国人がかかえる問題に対する理解を
深めるための啓発・広報活動の推進

日本人と外国人との交流の促進、
講演会など学習機会の充実

外国人も地域社会を支えている一員
であるという理解を広めること

外国人の雇用を積極的に進めること

外国人のための人権等に関する相談体制の充実

外国人が安心して生活できるように、
外国語での情報提供の充実

学校等における国際理解教育の推進
や外国人の子どもの教育の支援

特にない

わからない

その他

無回答
（N=1415）

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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事業名 事業内容 担当課 

外国籍の子ども・

保護者に対する支

援の充実 

配布文書をひらがな等でわかりやすくすること、写

真・絵など視覚的な表現を用いるなど、外国籍の子

どもや保護者に対して理解のある対応や指導を図り

ます。 

保育こども園課 

地域における交

流・学習事業の推

進 

異文化への関心や理解を深めるため、青少年交流、

市民交流、行政交流など、姉妹・友好都市との交流事

業を推進します。また、在住外国人と地域住民との

相互理解を図るため、国際ボランティア団体を通じ

て芸術、スポーツなどさまざまな交流事業を促進す

るとともに、日本と外国との異文化を理解するため

の講座、講演会など学習機会の充実を図ります。 

国際交流課 

国際交流を担う人

材・団体の育成・支

援 

国際交流活動の担い手となる人材を確保するため、

姉妹・友好都市等との人材交流事業を進めるととも

に、交流行事や教育活動等を通じて人材の育成を図

ります。また、市民の自主的な国際交流活動を促進

するため、国際ボランティア団体の育成、支援を進

めます。さらに、近年施行された「※ヘイトスピーチ

解消法」の趣旨に則り、人材・団体への同法の周知と

理解を図るための啓発活動を行います。 

外国人児童・生徒

への支援 

学校における学習活動をサポートするため、ボラン

ティアの協力を得て、日本語通訳者を派遣します。 

学校支援課 
子ども支援セン

ター 

日本語の理解が難しい児童・生徒に対して、個別指

導やＴＴ指導等、必要な支援を行います。 学校教育課 

国際理解教育の推

進 

教科学習や地域交流など様々な機会を通じて、文化

の違いなどの国際理解を深めるとともに、ヘイトス

ピーチ解消法の趣旨を踏まえ、外国人等に対する偏

見や差別をなくすための教育を推進します。 

学校支援課 

教職員への外国人

の人権に関する研

修の充実 

教職員に対して、国際感覚を身に付けさせるととも

にヘイトスピーチ解消法等外国人に対する人権意識

を高めるための研修の充実を図ります。 
教育研究所 

外国人の人権に関

する啓発活動の推

進 

外国人の人権について認識を深めるために、啓発ビ

デオ等の貸し出し、また講演等を実施して啓発を推

進します。 
人権同和施策課 
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② 外国人が安心して暮せる生活環境の整備 

事業名 事業内容 担当課 

相談・情報提供の

充実 

担当部署との協議に基づき、広報紙やホームページ、
※ＳＮＳ等を通して情報提供を行います。 

広報広聴課 

在住外国人に対する情報提供として、市ホームペー

ジに英語、中国語及びハングルに翻訳した「ごみの

出し方」を掲載しています。また、今後も相談・支援

及び情報提供の窓口となる国際交流課及び広報広聴

課に対して必要な情報を提供し、間接的に支援して

まいります。 

一般廃棄物課 

在住外国人が抱える日常生活におけるさまざまな悩

みを解消するため、国際ボランティア団体、関係機

関、関係部局との連携を強化し、相談体制の充実を

図ります。生活の利便性を高めるため、在住外国人

のニーズを踏まえながら、生活情報を中心とした情

報提供の充実を図ります。また、外国人が気軽に相

談でき確実に情報を得られるよう、外国語による対

応や広報機能の充実を図ります。 
国際交流課 

外国人を含むすべての市民に情報が行き渡るよう、

外国語表示を取り入れ、効果的な情報提供を推進し

ます。 
在住外国人への学

習機会の提供 
在住外国人が、日常生活に必要な日本語を習得する

ための日本語教室を開催します。 

図書館の運営 
異文化の理解を深めるために、市民図書館が多文化

共生の空間になるよう推進します。 
読書活動推進課 
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（７）ハンセン病患者の人権 

＜現状と課題＞ 

※ハンセン病は、らい菌による※感染症ですが、感染力は極めて弱く、発病した場合で

も、現在では治療方法が確立しており、遺伝する病気でないことも判明しています。し

かし、我が国では、ハンセン病は特殊な病気として扱われ、１９０７年（明治４０年）

に法律第十一号「癩予防ニ関スル件」が制定されて以来、度重なる法改正により、施設

入所を強制する隔離政策が徐々に強化されていきました。その後、ハンセン病に対する

認識の誤りが明白となり、１９９６年（平成８年）に「らい予防法の廃止に関する法律」

が施行され、隔離政策は終結しましたが、療養所入所者の多くは、これまでの長期間に

わたる隔離などにより、家族や親族等との関係を絶たれ、また、入所者自身の高齢化等

により、病気が完治した後も療養所に残らざるを得ないなど、社会復帰が困難な状況に

ありました。 

このため、２００９年（平成２１年）に「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」

が施行され、国ならびに都道府県が患者、元患者の方々への謝罪を行い、これらの方々

の名誉の回復と社会復帰のための施策を進めています。 

さらに、ハンセン病の元患者の家族が、患者の隔離政策により、その家族も偏見や差

別の対象とされ、また、元患者との家族関係の形成を阻害されたとして提訴した「熊本

ハンセン病家族訴訟」に対し、２０１９年（令和元年）６月、熊本地裁で国の賠償責任

を認めた判決が下されました。これを契機として、同年１１月には「ハンセン病元患者

家族に対する補償金の支給等に関する法律」等が施行され、元患者家族に対しても深く

おわびする旨が述べられています。 

しかし、これまでの施策や病気に対する誤った知識により、いまだに偏見が存在して

います。また、療養所入所者の多くが、依然として社会復帰が非常に困難な状況におか

れているという課題も残っています。 

本市の意識調査では、「ハンセン病患者や元患者とその親族に対して、人権の尊重と

いう点からみて特に問題があると思われるのはどういうことですか。」という問いに対

して、「怖い病気といった偏見や誤解があること」が４７．６％、「わからない」が３２．

５％となっています。さらに「ハンセン病患者や元患者とその親族の人権が守られるた

めに、特に必要なことはどのようなことだと思いますか。」という問いに対して、「ハン

セン病に関する正しい知識の普及・啓発」が６６．６％という結果になっています。 

今後は、ハンセン病患者が差別や偏見を受けることなく、より人権が尊重された生活

が送れるように、ハンセン病の正しい知識の普及啓発を図るとともに、相談・支援体制

の充実を図ることが必要です。 
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【ハンセン病患者や元患者とその親族に関する人権上の問題点】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

【ハンセン病患者や元患者とその親族の人権を守るために必要なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47.6

19.7

12.2

16.7

5.7

17.0

2.5

4.4

17.5

1.7

32.5

0.8

2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

怖い病気といった偏見
や誤解があること

じろじろ見られたり、
避けられたりすること

家族や親族からつきあいを拒絶されること

就職、職場で不利な扱いを受けること

治療、入院を断られること

ハンセン病療養所の外で自立した
生活を営むことが困難なこと

アパート等住宅への入居が困難なこと

宿泊施設、店舗等への入店や
施設利用を拒否されること

差別的な言動や行為をうけること

特に問題はない

わからない

その他

無回答

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

ハンセン病に関する正しい知識の普及・啓発

ハンセン病に関する相談体制の充実

患者や元患者の生活を支援する

地域との交流を促進する

患者や元患者を支援するため、行政・医療機関・
ＮＧＯなどのネットワーク化を進める

その他

特にない

わからない

無回答

66.6

19.9

24.8

8.8

24.3

0.6

1.0

24.3

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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【具体的な取組】 

① 正しい知識の普及・啓発の推進 

事業名 事業内容 担当課 

※ハンセン病に対

する正しい知識の

普及・啓発の推進 

ハンセン病患者・元患者等に対する偏見・差別の解

消と、回復者・関係者の名誉の回復と社会復帰の推

進のために、さまざまな機会を捉え、リーフレット

やポスター等を利用してハンセン病に対する正しい

知識の普及啓発のために、関係機関・団体とも積極

的に連携し市民に対する啓発活動を推進します。 

人権同和施策課 

ハンセン病問題に

関する教育・啓発

の推進 

厚生労働省が作成したパンフレットやＤＶＤ等を使

った学習でハンセン病に対する理解を深め、ハンセ

ン病をめぐる人権学習を推進します。 
学校支援課 

 

② 相談・支援体制の充実 

事業名 事業内容 担当課 

ハンセン病回復者

等への相談体制の

充実 

ハンセン病回復者等の自主的な社会復帰を支援する

ため、関係団体等と連携し社会生活におけるさまざ

まな問題に対応した相談体制を整備し、社会復帰に

向けた各種の支援に取り組んでいきます。また、人

権問題の解決を図るため、和歌山地方法務局や療養

所、関係機関・団体と密接に連携しながら、人権相談

の促進を図ります。 

人権同和施策課 
保健対策課 

 

③ 人権に配慮した保健医療の推進 

事業名 事業内容 担当課 

患者本位の適正な

医療の促進 

患者の意思が尊重され、同意のもとで適正な医療が

行われるよう、医療関係機関への働きかけを行い、※

インフォームドコンセントの確立や医療体制の充

実、診療情報の開示などを促進します。 
総務企画課 

患者の個人情報の

保護 

患者のプライバシーを保護するため、医療従事者の

守秘義務や医療情報の管理が徹底されるよう、立入

検査等において医療関係機関への啓発を推進しま

す。 
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（８）感染症（ＨＩＶ等）・難病患者等の人権 

＜現状と課題＞ 

※感染症や※難病については、患者や家族等に対する差別や偏見が今なお根強く残っ

ている状況にあります。 
※ＨＩＶ感染症の治療は、近年、非常に進歩しており、抗ＨＩＶ薬の投与によりウイ

ルスの増殖を抑え、エイズの発症を抑えることが可能になってきています。しかしなが

ら、今のところウイルスを体内から無くすことは不可能であり、終生、薬剤を服用しな

ければなりません。このため、医療費が相当な負担になることから、１９９８年（平成

１０年）４月「身体障害者福祉法施行令」の一部改正により、ＨＩＶ感染者等が免疫機

能障害として障害認定の対象となり、支援体制が整備されました。 

ＨＩＶの感染経路は、性的接触や母子感染、注射器のまわし打ち等であり、特に性的

接触が感染者の大半を占めます。感染力も弱いウイルスであることから、正しい知識を

もち、予防行動をとれば感染することはありません。また、性的接触の中でも、同性間

接触における感染が多いですが、異性間の性的接触による感染も増えています。予防行

動を行わない性的接触によって、誰もが感染する可能性があるにも関わらず、誤った知

識による同性愛者への偏見が問題となっています。 

その他にも近年では、医療の進歩によって、ＨＩＶ感染者の高齢化が進んでおり、誤

った認識による福祉施設の入所拒否や施設内での行き過ぎた対応などが問題となって

います。 

本市の意識調査では、「感染症(ＨＩＶ等)・難病患者等の方々に対して、人権の尊重

という点からみて特に問題があると思われるのはどういうことですか。」という問いに

対して、「感染していることを本人に無断で他人に伝えられること（プライバシーの侵

害）」が４２．６％、「就職の際や職場において不利な扱いを受けること」が３１．７％、

「差別的な言動や行為をうけること」が３０．４％となっています。さらに「感染症(Ｈ

ＩＶ等)・難病患者等の人権が守られるために、特に必要なことはどのようなことだと

思いますか。」という問いに対して、「エイズ・ＨＩＶ感染者の正しい知識や人権につい

て、学校教育の充実」が５６．５％、「プライバシーに配慮した医療体制やカウンセリ

ング体制の充実」が３５．３％という結果になっています。 

今後は、ＨＩＶ感染者、難病患者が差別や偏見を受けることなく、より人権が尊重さ

れた生活が送れるように、感染症や難病の正しい知識の普及啓発のために、相談・支援

体制の充実を図っていくことが必要です。 

  また、新型コロナウイルスの感染については、感染者や家族等に対する不当な差別的

取扱いや、感染者の所属する施設や機関、地域に居住する外国人の方々に対する誤った

知識、偏見から生じる差別的取扱いが生じました。 

 県においては、新型コロナウイルス感染症に係る誹謗中傷等が行われない社会を実現

することを目的として、「和歌山県新型コロナウイルス感染症に係る誹謗中傷等対策に

関する条例」が２０２０年（令和２年）１２月に制定されました。 

本市においても、新型コロナウイルスについての誤った知識や差別をなくすための啓

発を行い、差別的取扱いを受けた人からの相談を受け付けました。 
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【感染症（ＨＩＶ等）・難病患者等に関する人権上の問題点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【感染症（ＨＩＶ等）・難病患者等の人権を守るために必要なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 

31.7

42.6

18.1

15.9

10.4

12.2

30.4

1.6

22.4

0.5

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

就職の際や職場において
不利な扱いを受けること

感染していることを本人に無断で他人に
伝えられること（プライバシーの侵害）

病院や施設が患者の治療や
入院を拒否すること

患者やその身内が、結婚を断られたり、
離婚を迫られたりすること

療養所や病院等の外で自立した
生活を営むのが困難なこと

本人に無断で感染しているかどうか、
検査や調査をされること

差別的な言動や行為をうけること

特に問題はない

わからない

その他

無回答

56.5

18.2

35.3

17.0

26.4

12.3

7.2

18.2

1.4

15.1

0.3

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

エイズ・ＨＩＶ感染者の正しい知識や
人権について、学校教育の充実

患者や感染者を支援するため、行政・医
療機関・支援ＮＰＯ等のネットワーク化
を進めること

プライバシーに配慮した医療体制や
カウンセリング体制の充実

患者や感染者への偏見や差別を
なくすための啓発活動の充実

患者や感染者の医療支援の充実

患者や感染者が地域で生活できる
ように生活支援の充実

企業への啓発の充実など、安心して
就労できる環境の整備

患者や感染者とその家族が相談
できる相談体制の充実

特にない

わからない

その他

無回答
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【具体的な取組】 

① 正しい知識の普及・啓発の推進 

事業名 事業内容 担当課 
※感染症に関する

啓発の推進 

※感染症の患者に対する偏見や差別を解消するため

啓発を実施します。 
人権同和施策課 

エイズに関する相

談・支援の充実 

ＨＩＶ感染者や感染不安のある人に対して適切な情

報提供を行い、プライバシー保護に十分留意しなが

ら相談・支援・検査体制の充実を図るとともに、より

柔軟な対応が出来るよう、マンパワーの育成を図り、

より良い相談・支援・検査体制づくりを推進します。 
保健対策課 

エイズ予防教育・

啓発の推進 

ＨＩＶ感染予防、ＨＩＶ感染者やエイズ患者への偏

見や差別を解消するため、性教育の一環として、中・

高校生を対象に講座を実施します。また検査普及週

間・世界エイズデー等に併せた啓発活動を実施し、

市民のＨＩＶ・エイズに対する理解と認識の向上を

図ります。 
ＨＩＶに関する知識を深めるとともに偏見や差別の

解消を図ることを目的に、性に関する教育の一環と

して、各中学校・高校へ健康に関する啓発教材の配

布による活動を実施します。 

保健給食管理課 

※感染症予防のた

めの啓発の推進 
感染症についての予防に関する知識の普及と偏見を

なくすため、広報・啓発を実施します。 
保健対策課 

学校におけるエイ

ズ予防教育・啓発

の推進 

ＨＩＶ感染予防、ＨＩＶ感染者やエイズ患者への偏

見や差別を解消するため、性教育や人権教育の充実

を図ります。 
学校支援課 

 

② 相談・支援体制の充実 

事業名 事業内容 担当課 
※難病患者に対す

る医療相談体制等

の充実 

在宅で療養している難病患者に対して、専門医や関

係職種の協力を得て、日常生活に関する相談や指導

等の医療相談体制の充実を図ります。 

保健対策課 

難病患者に対する

相談・支援 

難病患者の療養生活を支援するため、病気に関する

正しい知識と情報を提供する医療相談会を開催する

とともに、訪問相談を行い、地域生活での不安の軽

減を図ります。 

難病患者への療養

支援 

長期にわたる療養生活において、医療費の自己負担

の軽減を図り、継続治療を支援します。また、患者・

家族会を支援し、交流・相互支援を推進します。 

エイズ予防に向け

た相談・検査体制

の充実 

ＨＩＶ感染に不安をもつ市民に対して、保健所にお

ける相談、抗体検査を実施します。プライバシーへ

の十分な配慮・対応を図るとともに、マンパワーの

育成により相談体制の充実を図ります。 
※感染症に感染し

た市民に対しての

フォローアップ 

※感染症に感染した市民を対象に、感染に起因した人

権に関する困りごとがある場合、相談対応を行いま

す。 
人権同和施策課 
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③ 人権に配慮した保健医療の推進 

事業名 事業内容 担当課 

患者本位の適正な

医療の促進 

患者の意思が尊重され、同意のもとで適正な医療が

行われるよう、医療関係機関への働きかけを行い、※

インフォームドコンセントの確立や医療体制の充

実、診療情報の開示などを促進します。また、※感染

症などの入院についても、医療関係団体との連携の

もと、患者本人の意思が尊重された適切な対応を行

います。 

総務企画課 
保健対策課 

患者の個人情報の

保護 

患者のプライバシーを保護するため、医療従事者の

守秘義務や医療情報の管理が徹底されるよう、立入

検査等において医療関係機関への啓発を進めます。 

総務企画課 
保健対策課 

 
 
 

（９）犯罪被害者及びその家族の人権 

＜現状と課題＞ 

犯罪被害者やその家族は、いわれのない噂や中傷により傷つけられ、被害者等の人権

は放置されてきました。犯罪被害者等は、生命を奪われる、傷害を負わされる、財産を

奪われるといった直接的な被害のみならず、被害にあったことによる精神的な苦痛や身

体の不調、捜査・裁判の過程での精神的・時間的負担、誹謗中傷、マスメディアの報道

などによるプライバシーの侵害等の二次的被害に苦しめられる場合もあります。また、

主たる生計者を失ったり、通院や裁判のために仕事を休んだりして、生活が苦しくなる

被害者やその家族もいます。このような深刻な被害にもかかわらず、社会や対人への不

信から犯罪被害者等が周囲との接触をためらうことや、その取り巻く状況を理解されず

に社会から孤立してしまう事例も見受けられます。 

また、本市の意識調査では、「犯罪被害者とその家族の人権問題について、特に問題

があると思うのはどのようなことですか。」という問いに対して、「報道によってプライ

バシーに関することが公表されたり、取材によって私生活の平穏が保てなくなること」

が５５．９％、「犯罪行為によって精神的なショックを受けること」が５２．５％とな

っています。さらに「犯罪被害者及びその家族の人権が守られるために、特に必要なこ

とはどのようなことだと思いますか。」という問いに対して、「マスコミなどは犯罪被害

者等の人権に配慮した報道や取材を行う」が６３．６％、「犯罪被害者等のための相談・

支援体制を充実する」が４６．３％という調査結果が出ています。 

犯罪被害者等の人権擁護と支援の必要性が高まる中、被害者団体等が犯罪被害者やそ

の家族が置かれている深刻な状況を訴え続けた結果、国においては、２００５年（平成

１７年）に「犯罪被害者等基本法」が施行されました。さらに、基本法に基づき犯罪被

害者のための施策を推進するため、２０２１年（令和３年）「第４次犯罪被害者等基本

計画」が策定されました。そして、２００８年（平成２０年）１２月より被害者が刑事

裁判に参加できる制度が始まり、２０２３年（令和５年）には「刑法等の一部を改正す

る法律」が施行され、刑の執行段階等における被害者等の心情等の聴取・伝達制度が新

たに導入されました。 
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また本市においては、市・市民・事業者及び犯罪被害者等支援団体が連携し、犯罪被

害者等一人ひとりに寄り添った支援施策を総合的かつ計画的に推進するため、２０２０

年（令和２年）「和歌山市犯罪被害者等支援条例」が制定されました。 

今後は、犯罪被害者及びその家族の名誉やおだやかな生活を傷つけないよう、社会全

体で支え合うことのできる体制を構築し、十分な配慮ある言動が行われるよう、関係機

関や関係団体と当事者及びその家族等の心情や立場について、積極的に理解を深めるた

めの啓発活動を推進するとともに、犯罪被害者等に対する相談体制の充実や、犯罪被害

者等一人ひとりに合わせた支援の充実を図ります。 

 

 

 
【犯罪被害者とその家族に関する人権上の問題点】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（複数回答、単位：％）

52.5

24.2

40.1

23.0

18.5

16.5

55.9

0.2

7.3

0.4

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

（N=1415）

犯罪行為によって精神的な
ショックを受けること

犯罪行為によって経済的な
負担を受けること

事件のことに関して、周囲に
うわさ話をされること

警察に相談しても期待どおりの
結果が得られないこと

捜査や刑事裁判において
精神的負担を受けること

刑事裁判手続に必ずしも被害者の声が
十分に反映されるわけではないこと

報道によってプライバシーに関することが
公表されたり、取材によって私生活の平穏
が保てなくなること

特に問題はない

わからない

その他

無回答

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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【犯罪被害者とその家族の人権を守るために必要なこと】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な取組】 

① 犯罪被害者及びその家族の人権に関する啓発の推進 

事業名 事業内容 担当課 

市民への啓発活動

の推進 

犯罪被害者及びその家族が直面する様々な困難や支

援の必要性について、市民の認識を深めていけるよ

うに、警察や関係機関と協力して啓発を行います。 
人権同和施策課 

 

② 相談・支援体制の充実 

事業名 事業内容 担当課 

犯罪被害者等への

相談・支援体制の

充実 

犯罪被害者及びその家族が相談できるよう相談窓口

を設置するとともに、被害者支援団体の活動を支援

します。 

人権同和施策課 

関係機関等との連

携 

関係機関等と連携し、相互に協力して犯罪被害者等

の支援を推進する体制の整備を行います。 

相談に係る人材の

育成 

犯罪被害者等の支援の推進に寄与する人材の育成を

目的として、犯罪被害者等の支援に関する関係部署

との連携を図るとともに、研修やその他必要な施策

を実施します。 

経済的支援 
特定の犯罪被害者等の経済的な負担を軽減するた

め、犯罪被害者等見舞金の支給を行います。 

住宅の整備 

２０２０年（令和２年）４月１日施行の和歌山市犯

罪被害者等支援条例に基づき、２０２０年（令和２

年）６月の定期募集の抽選時から優先枠を設けてい

ます。 

住宅第 1 課 

46.3

17.0

24.4

35.2

22.8

63.6

7.0

0.6

7.7

0.6

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

犯罪被害者等のための相談・

支援体制を充実する

犯罪被害者等のための人権を守るため

の教育・啓発活動を推進する

犯罪被害者等のための経済的な支援をする

犯罪被害者等への適切な

カウンセリングを行う

捜査活動や刑事裁判において犯罪

被害者等に配慮した支援を行う

マスコミなどは犯罪被害者等の人権

に配慮した報道や取材を行う

企業への啓発の充実など、安心して

就労できる環境の整備

特にない

わからない

その他

無回答

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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（１０）刑事手続きに関わりをもった人の人権 

＜現状と課題＞ 

刑事手続きに関わりをもった人とは、刑務所などを出所した人、警察をはじめとする

捜査機関から捜査の対象とされてはいるものの、起訴されていない人（被疑者）や起訴

されてはいるが、その裁判が確定していない人（被告人）のことです。 

刑務所などを出所した人をとりまく状況は、住宅の確保や就労など基本的な生活基盤

が安定していないことや、相談する人が周囲にいないことが原因となり、再犯を引き起

こす割合（再犯者率）が上昇を続け、２０１８年（平成３０年）には過去最高の４８．

８％となるなど、再犯の防止が極めて重要な社会課題となっています。 

また、被疑者や被告人をとりまく状況では、誤解や偏見により、有罪が確定していな

い段階であるにも関わらず犯罪者のように扱われ、本人やその家族の人権が著しく侵害

されている事例が見受けられます。 

本市の意識調査では、「刑事手続きに関わりをもった人(刑務所などを出所した人や被

疑者、被告人など)の人権問題について、特に問題があると思うのはどのようなことで

すか。」という問いに対して、「刑が確定していない段階で被疑者・被告人を犯罪者のよ

うに扱い、本人やその家族の人格を著しく侵害していること」が４９．３％、「就職や

職場において不利な扱いを受けること」が４２．４％、「近隣住民や知人からこころな

い噂話を流布されること」が３６．２％となっています。さらに「刑事手続きに関わり

をもった人の人権を守るためには、どのようなことが必要だと思いますか。」という問

いに対して、「刑事手続きに関わりをもった人やその家族のプライバシーを守ること」

が５４．６％、「就労支援など社会復帰の手助けをすること」が３８．３％という結果

になっています。 

こうした中、２０１６年（平成２８年）には、「再犯の防止等の推進に関する法律（平

成２８年法律第１０４号）」が公布、施行されました。この法律においては、国及び地

方公共団体の責務を明示するとともに、対策の基本的事項を掲げ、再犯防止対策を総合

的かつ計画的に推進することが定められています。また、矯正施設が所在する各自治体

が連携し、再犯防止に向けた情報交換や施策を実施することを目的として、２０１９年

（令和元年）には、「矯正施設所在自治体会議」が設立されました。 

刑事手続きに関わりをもった人たちに対する偏見や差別意識を解消し、社会において

孤立させないためには、職場や地域の人たちの理解と支援を得るとともに、関係機関と

連携し更生保護等の啓発活動や相談体制を充実していくなどの取組を積極的に推進し

ていくことが必要です。 
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【刑事手続きに関わりをもった人に関する人権上の問題点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【刑事手続きに関わりをもった人の人権を守るために必要なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

42.4

12.9

49.3

36.2

23.7

7.1

4.9

17.3

0.5

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

就職や職場において不利な扱いを受けること

結婚問題で周囲の反対を受けること

刑が確定していない段階で被疑者・被告人
を犯罪者のように扱い、本人やその家族の
人格を著しく侵害していること

近隣住民や知人からこころない
噂話を流布されること

嫌がらせや差別的な言動を受けること

賃貸住宅への入居を拒否されること

特に問題はない

わからない

その他

無回答

54.6

9.8

14.6

17.5

38.3

22.4

4.7

17.3

0.6

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

刑事手続きに関わりをもった人やその家族
のプライバシーを守ること

刑事手続きに関わりをもった人の人権を守る
ために広報・啓発活動を推進すること

学校教育・生涯教育を通じて刑事手続き
に関わりをもった人に対する理解や認識
を深めること

人権相談・電話相談・支援体制
を充実すること

就労支援など社会復帰の手助けをすること

人権侵害があった場合に救済する
ための体制を強化すること

特にない

わからない

その他

無回答

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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【具体的な取組】 

① 刑事手続きに関わりをもった人の人権に関する啓発の推進 

事業名 事業内容 担当課 

市民への啓発活動

の推進 

刑事手続きに関わりをもった人の置かれている現状

や支援の必要性について、市民の認識を深めていけ

るように、関係機関と連携し、啓発を行います。 
人権同和施策課 

 

② 相談・支援体制の充実 

事業名 事業内容 担当課 

保護観察対象者へ

の就労支援 

保護観察に付される人の再犯及び再非行の防止並び

に社会復帰の促進を図るために、就労支援として、

保護観察対象者を市の会計年度任用職員として一定

期間任用します。 

人事課 

刑事手続きに関わ

りをもった人への

支援 

刑事手続きに関わりをもった人の社会復帰を支援す

るため、人権相談窓口で対応するとともに、関係機

関への支援等を実施します。 
人権同和施策課 

再犯防止を目的と

した関係機関への

支援 

再犯及び再非行の防止並びに社会復帰を目的とする

関係機関への支援等を実施します。 
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（１１）インターネット上での人権侵害 

＜現状と課題＞ 

インターネットの普及により、情報の収集・発信の利便性は大きく向上しましたが、

半面、その匿名性を悪用し、※ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）や

ホームページ、電子掲示板に個人や集団等を誹謗中傷する表現や差別を助長する表現の

掲載等の人権侵害が増加しています。 

こうした状況を踏まえ、２００２年（平成１４年）に、インターネット上での情報の

流通によって権利の侵害があった場合は、プロバイダ等の責任範囲や発信者情報の開示

を請求する権利を定めた「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情

報の開示に関する法律（プロバイダ責任制限法）」が施行されました。一方、プロバイ

ダ業界においても、２００７年（平成１９年）に、発信者情報の開示請求手続や判断基

準をまとめた「プロバイダ責任制限法発信者情報開示関係ガイドライン」を定めるなど

の取組を行っています。さらに、子どもたちが有害情報に接触したり、犯罪に巻き込ま

れたりする状況を受けて、２０１８年（平成３０年）に「青少年が安全に安心してイン

ターネットを利用できる環境の整備等に関する法律（青少年インターネット環境整備

法）」が改正され、国及び地方自治体にインターネットの適切な利用に関する教育の推

進が義務付けられました。しかし、「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及

び発信者情報の開示に関する法律（プロバイダ責任制限法）」が成立後約２０年経過し、

同法制定時には想定されていなかったソーシャルネットワーキングサービス（「ＳＮＳ」）

などが広く普及し、情報流通の基盤として機能するようになると、これに伴い、インタ

ーネット上の誹謗中傷が改めて深刻な問題として広く認識されるようになり、誹謗中傷

対策の強化を求める世論が高まったことを背景に、誹謗中傷等による権利侵害について

円滑な被害者救済を図り、発信者情報開示について新たな裁判手続（非訟手続）を創設する

などの制度見直しを目的として、２０２１年（令和３年）にプロバイダ責任制限法の一部

が改正され、２０２２年（令和４年）に施行されました。また、同年「刑法等の一部を

改正する法律」が成立し、そのうち、侮辱罪の法定刑の引上げに係る規定が施行され、

人を侮辱した行為に適用される侮辱罪に、新たに懲役刑と禁錮刑、罰金刑が加わり、Ｓ

ＮＳ上での誹謗中傷など、悪質な行為への対処がこれまで以上に厳しくなりました。 

本市の意識調査では、「現在の情報化社会(インターネット等)で、特にどのような人権

侵害の問題が起きていると思いますか。」という問いに対して、「他人を傷つけたり、差

別を助長する表現等が掲載されること」が６３．５％、「個人情報がもれていること」

が５４．８％、「子どもたちが他人を傷つけたり、いじめに関する情報を掲載している

こと」が３７．５％となっています。 

さらに「インターネット等による人権侵害を解決するために、特に必要なことはどの

ようなことだと思いますか。」という問いに対して、「違法な情報発信者に対する監視・

取締りを強化する」が５９．０％、「インターネット上の悪質な差別書き込みの早期発

見と拡散防止を図るため、モニタリング（監視）事業を実施する」５８．５％、「プロ

バイダに対し情報の停止・削除を求める」が４６．５％という結果になっています。 

こうした中、本市では、２０１８年（平成３０年）から、インターネット上での差別

書き込みなどを早期に発見することを目的として、「インターネットモニタリング事業」
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に取り組んでいます。また、和歌山地方法務局や和歌山県と連携し、インターネット上

で発見した差別書き込みについては、プロバイダ等に対して削除要請を実施するなど迅

速な対応を行い、被害の拡大防止を図ります。 

また、今後も、インターネット上での人権侵害やプライバシーの保護に関する理解を

深めるとともに、情報の収集・発信に関する正しい知識を身に着け、マナーやルールを

守ってインターネットを活用できるよう、啓発活動を推進していくことが必要です。 

 

 
【情報化社会（インターネット等）における人権上の問題点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

63.5

54.8

28.1

13.5

4.1

37.5

26.6

0.7

5.7

0.7

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

他人を傷つけたり、差別を助長する
表現等が掲載されること

個人情報がもれていること

出会い系サイトなど犯罪を誘発
する場となっていること

捜査の対象となっている未成年者の
実名や顔写真が掲載されること

同和地区と思われる場所などが
記載されていること

子どもたちが他人を傷つけたり、いじめ
に関する情報を掲載していること

悪質な商法の対象として、個人情報などが
インターネット上で売買されていること

特に問題はない

わからない

その他

無回答

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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【情報化社会（インターネット等）における人権侵害を解決するために必要なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な取組】 

① 情報化社会に対応した人権教育・啓発の推進 

事業名 事業内容 担当課 

※ＳＮＳ等による

人権侵害の対応 

児童・生徒・保護者を対象とした情報モラル教室を

通して、ＳＮＳ等を利用する上での正しい使い方や、

人権を守るための利用者責任について啓発を行いま

す。 

少年センター 

インターネット上の人権について、認識を深めるた

めに、啓発ビデオ等を貸し出し、啓発を推進します。 

人権同和施策課 
市民への啓発活動

の推進 

人権侵害の相談に応じたり、個人のプライバシーや

名誉に関する正しい理解を深める啓発活動を推進し

ます。また、インターネットの正しい利用と、個人の

プライバシーを守るための教育・啓発活動を推進し

ます。 
人権侵害に対する

啓発活動の推進 
講演会や市の広報媒体を通じて、インターネットに

よる人権侵害に関する啓発活動を推進します。 
 

 

 

 

 

23.4

58.5

46.5

20.6

59.0

1.0

8.3

1.3

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

情報社会に対応した人権教育や
啓発活動の推進

インターネット上の悪質な差別書き込み
の早期発見と拡散防止を図るため、モニ
タリング（監視）事業を実施する

プロバイダに対し情報の停止・
削除を求める

インターネットにより人権侵害を受けた
人のための相談・救済体制を充実する

違法な情報発信者に対する
監視・取締りを強化する

特にない

わからない

その他

無回答

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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② 人権侵害に対する対応と相談体制の充実 

事業名 事業内容 担当課 

人権相談に関する

国・県との連携・協

力 

複雑化・多様化する人権侵犯事件に対応するため、

国・県等関係機関との連携・協力体制の強化を図り

人権侵害に対する相談に対応します。 

人権同和施策課 

関係機関との連携 
インターネットによる人権侵害に対しては、法務局

をはじめ関係機関との連携・協力を図り、プロバイ

ダ等に対する申入れなどの適切な対応を図ります。 

モニタリング事業 

インターネット上に書き込まれた差別書き込みの早

期の発見を目的として、モニタリング事業を実施す

るとともに、拡散防止を図るため、差別書き込みに

ついてプロバイダに対して削除要請を実施します。 

「ネット１１０

番」の実施 

インターネット上で誹謗中傷やいじめなどの人権侵

害を受けている方からの相談を受け付け、関係機関

と連携しながら本人と一緒になって問題解決に取り

組みます。 

 

 

 

 

 

（１２）災害被害者の人権 

＜現状と課題＞ 

２０１１年（平成２３年）３月１１日に発生した東日本大震災では、地震や津波の発

生により、東北地方を中心とした東日本に甚大な被害をもたらしました。また、福島第

一原子力発電所の事故により周辺住民に避難指示が出されるなど、未だに多くの人々が

避難生活を余儀なくされています。 

同年９月に発生した、紀伊半島における台風１２号による豪雨災害や、２０１８年（平

成３０年）６月１８日に発生した大阪府北部を震源とする地震などでは、広範囲に渡っ

て家屋の倒壊等が生じるなど甚大な被害が発生しました。こうした災害において、被害

を受けた多くの人々が避難する中、避難所運営等での高齢者、障がいのある人、女性、

外国人等への配慮が求められています。 

また、福島第一原子力発電所の事故では、放射能汚染等を理由とする被災者の子ども

へのいじめをはじめさまざまな風評被害が発生するなど、災害時における人権問題が顕

在化しました。 

和歌山市に影響をおよぼす災害として、南海トラフによる海溝型地震や中央構造線に

よる直下型地震、台風や集中豪雨による風水害等が想定されており、災害時においても

人権が十分に尊重されるような取組の推進が必要です。 
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【具体的な取組】 

① 啓発活動の推進 

事業名 事業内容 担当課 

要配慮者等に対す

る災害対応の啓発 

避難に支援を要する方や外国人など、あらゆる方が

参加して実施される、地域の防災訓練を支援します。

また、災害時に必要となる知識の普及、啓発を推進

します。 

地域安全課 
高齢者・地域福

祉課 

在住外国人対象の

防災講座 

日本の生活習慣に慣れていない外国人に対して、災

害に関する基礎的な知識や災害時にとるべき行動に

ついて啓発します。 
国際交流課 

市民への啓発活動

の推進 

どんな状況でも、人が人として尊ばれることの大切

さを自覚して、すべての人の人権が適切に守られる

よう、市民一人ひとりが人権への配慮について関心

と認識を深めていけるように啓発活動を推進しま

す。 

人権同和施策課 

 

② 災害時の対応 

事業名 事業内容 担当課 

人権の視点にたっ

た災害発生への対

応 

災害時に開設する避難所等の運営において、プライ

バシーの保護や「My コミュニケーションカード」を

用いた意思疎通を含む要配慮者等への配慮、男女の

ニーズの違いや※LGBT・性同一性障害のある人等へ

の配慮等に留意の上、そのために必要なスペースを

確保する等の取組を推進します。 

総合防災課 

災害発生時には、要配慮者や男女のニーズの違い等

に配慮した救援食料・水・生活必需品等を提供でき

るように、備蓄等の整備を実施します。 

総合防災課 
地域安全課 

災害相談の実施・

風評被害の防止 

災害時の支援や情報の伝達、情報の提供、避難場所

等の体制整備などにあたっては、人権に十分に配慮

した運営を図ります。 
総合防災課 
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（１３）性的マイノリティの人権 

＜現状と課題＞ 

※性的マイノリティとは、「からだの性」と「こころの性」が一致しない人や、同性愛

や両性愛といった性的指向などを持った人のことです。こうした人は、日常生活のさま

ざまな場面で、嫌がらせや差別的な言葉で心が傷つけられたり、社会や職場等でも不適

切な扱いを受けたりするなど、周囲の理解が得られず偏見や差別により強い精神的な負

担を負わされています。これらの人をとりまく環境は、未だに人権が守られていない多

くの状況が存在しています。 

本市の意識調査では、「性的マイノリティの人に、どのような人権問題が起きている

と思いますか。」という問いに対して、「性的マイノリティの人々に対する理解が足りな

いこと」が４９．８％となっています。さらに「性的マイノリティの人の人権を配慮す

るために、特に必要なことはどのようなことだと思いますか。」という問いに対して、

「性的マイノリティの人を理解するための教育・啓発広報活動を推進する」が４０．０％、

「性的マイノリティの人のプライバシーを保護する」が３８．９％という結果になって

います。 

また、２０２３年（令和５年）には、全ての国民が、その性的指向やジェンダーアイ

デンティティにかかわらず、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現

を目指し、性的指向とジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進

に関する施策を推進することを目的として、「性的指向及びジェンダーアイデンティテ

ィの多様性に関する国民の理解の増進に関する法律」が施行されました。 

性は多様であり、人それぞれに異なることへの理解が不可欠であり、すべての人が互

いの違いを認め合い、個人を尊重しながら多様性のある社会を築いていくことが必要で

す。本市では、今後も、性的マイノリティに対する正しい認識が深まるよう、啓発活動

の推進、相談体制を充実し、偏見や差別のない社会づくりに取り組んでいきます。 
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【性的マイノリティの人に関する人権上の問題点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性的マイノリティの人の人権を守るために必要なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49.8

16.9

28.1

27.1

21.5

14.9

2.9

2.5

3.0

23.6

0.5

2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

性的マイノリティの人々に対する
理解が足りないこと

じろじろ見られたり、避けられ
たりすること

差別的な言動を受けること

本人の承諾なく秘密を暴露（アウティング）
されること

職場、学校等で嫌がらせや
いじめを受けること

就職、職場で不利な扱いを受けること

アパート等の入居を拒否されること

宿泊施設、店舗等への入店や
施設利用を拒否されること

特に問題はない

わからない

無回答

その他

（複数回答、単位：％）

38.9

40.0

19.6

28.6

13.1

3.4

24.5

1.0

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

（N=1415）

性的マイノリティの人の
プライバシーを保護する

性的マイノリティの人を理解するための
教育・啓発広報活動を推進する

性的マイノリティの人のための人権相談所
や電話相談所を充実する

性的マイノリティの人の働きやすい
職場環境づくりの取組をする

性的マイノリティの人とその
支援者活動を支援する

特にない

わからない

その他

無回答

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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【具体的な取組】 

① 教育・啓発の推進 

事業名 事業内容 担当課 

職員への研修 
課長級以上の職員、各職位の新任者、新規採用職員、

会計年度任用職員を対象に、※ＬＧＢＴに関する理解

を深めるため人権研修を行います。 
人事課 

※性的マイノリテ

ィの人権の尊重 

※ＬＧＢＴ理解増進法成立を受け、性的マイノリティ

に対する偏見をなくし、理解を広めるための啓発に

ついて更なる推進を図ります。 
男女共生推進課 

性的マイノリティの人権についての認識を深めるた

めに、啓発ビデオ等の貸し出しを実施して啓発を推

進します。 
人権同和施策課 

市民への啓発活動

の推進 

性的マイノリティなど多様な性への理解を深め、一

人ひとりが個性と能力を十分に発揮できるように取

り組みます。 

男女共生推進課 
人権同和施策課 

意識啓発の推進と

適切な対応 

差別や偏見をなくすための啓発および関係機関や団

体等と連携した個々の事象への適切な対応を図りま

す。 
人権同和施策課 

性的マイノリティに対する差別や偏見をなくすため

の理解・啓発を広め、個々の事象に対する適切な支

援や配慮への対応を図ります。 
学校支援課 

 

 

 

② 相談・支援体制の充実 

事業名 事業内容 担当課 

相談・支援体制の

充実 
関係機関との連携により相談体制の充実を図りま

す。 
男女共生推進課 

相談窓口の設置 
国・県・市の関係機関、※ＮＰＯ等と連携して、相談・

支援体制の充実を図ります。 
人権同和施策課 

教育相談 

文部科学省が作成した教職員向けの冊子等を校内研

修で活用し、教職員の理解促進を図るとともに、児

童生徒及び保護者に対し、きめ細かな配慮を図りま

す。 

学校支援課 

保護者や児童生徒の悩みや不安については、各校配

置のスクールカウンセラー及び子ども支援センター

における教育相談において対応するなど、相談・支

援体制の充実を図ります。 

学校支援課 
子ども支援セン

ター 

住宅の整備 
異性間・同性間を問わず、事実婚における配偶者が

あれば、市営住宅の募集に応募することができます。 
住宅第 1 課 
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（１４）働く人の人権 

＜現状と課題＞ 

近年の少子高齢化による社会構造の変化や経済・産業構造の国際化の進展に伴う競争

の激化、労働者の価値観の多様化等を背景に仕事・働き方に関する意識は大きく変化し

ています。このような中、非正規雇用の割合が労働者全体の４割近くを占めるようにな

り、正規雇用と比べた雇用の安定性や賃金の格差等が社会全体の問題となっています。

また、長時間にわたる過重な労働による過労死等の問題も深刻化しており、その防止策

の推進が求められます。 

労働者を取り巻く環境は、正規雇用・非正規雇用といった任用形態の違いによる格差

や不当な労働の押し付け、性別・年齢・障害の有無・国籍等による差別的な待遇等、人

権に関わるさまざまな問題が生じています。また、職場における※セクシュアル・ハラ

スメントや※パワー・ハラスメント等によって人格や尊厳が不当に傷つけられ、場合に

よっては、退職や自殺に追い込まれてしまうケースもあり、人権が十分に保障されてい

ない状況です。 

こうした現状を受け、２０１４年（平成２６年）１１月に「過労死等防止対策推進法」

が成立したほか、２０１６年（平成２８年）６月に閣議決定された「ニッポン一億総活

躍プラン」の中で、働き方改革の３つの柱として「同一労働同一賃金の実現」「長時間

労働の是正」「高齢者の就労促進」の推進が盛り込まれました。 

そして、２０１９年（令和元年）６月には、「雇用の分野における男女の均等な機会

及び待遇の確保等に関する法律（男女雇用機会均等法）」及び「育児休業、介護休業等

育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（育児・介護休業法）」が改正、２

０２０年（令和２年）６月に施行され、セクシュアル・ハラスメントや妊娠・出産・育

児休業・介護休業等に関するハラスメントの防止措置に関する国・事業主・労働者の責

務が明確化されました。また、２０１９年（令和元年）には、「労働施策の総合的な推

進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（労働施策総合推進

法）」が改正、２０２０年（令和２年）６月に施行され、パワー・ハラスメントについ

ての防止措置が事業主に義務付けられたほか、ハラスメントの相談をした労働者に対し

て事業主が不利益な取扱いを行うことが禁止されました。 

 

こうした中、本市の意識調査では、「働く人に関することがらで、特にどのようなこ

とが問題だと思いますか。」という問いに対して、「長時間労働が常態化し、仕事と生活

の調和が保てないこと」が４９．１％、「職場でいじめや嫌がらせがあること（※パワー・

ハラスメント、※セクシュアル・ハラスメント等）」が３５．６％、「休暇制度があるの

に休暇が取れないような実態があること」が３１．０％となっています。さらに「働く

人の人権を守るためには、特にどのようなことが必要だと思いますか。」という問いに

対して、「長時間労働の抑制や有給休暇等の休暇の取得の取組を促進する」が５７．５％、

「育児・介護休業制度の充実や育児・介護休業の取りやすい環境の整備」が３７．７％

という結果になっていることから、働き方に対する市民の意識の高さが伺えます。 

今後は、ハラスメントの発生しない職場環境に向けた取組や、仕事と生活の調和（※

ワーク・ライフ・バランス）が図られ、また就労による経済的自立が可能で、健康で豊
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かな生活のための時間が確保でき、一人ひとりが多様な働き方・生き方を選択できる社

会の実現に向けた取組が求められています。このことは、社会全体の活力と成長力を高

め、持続可能な社会の実現にも寄与することにつながります。 

本市でも、個人はもとより、社会全体の利益のため、職場で働くすべての人の人権が

尊重され、健康で長く働き続けられる良好な環境づくりを推進することが必要です。 
 

【働く人に関する人権上の問題点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49.1

22.3

35.6

29.0

13.8

14.5

12.2

31.0

25.4

1.1

4.7

0.6

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

長時間労働が常態化し、仕事と
生活の調和が保てないこと

不当に解雇されることや自主的な
退職に追い込まれること

職場でいじめや嫌がらせがあること（パワーハ
ラスメント、セクシャル・ハラスメント等）

非正規雇用と正規雇用の待遇の
差が大きくなっていること

採用や昇進などにおいて、本人の適性や
能力以外の面で評価されること

定年退職後も働き続けられる雇用環境
が整備されていないこと

職業や職種によって差別や偏見があること

休暇制度があるのに休暇が取れない
ような実態があること

育児や介護との両立に必要な職場
環境の整備が十分でないこと

特に問題はない

わからない

その他

無回答

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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【働く人の人権を守るために必要なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
【具体的な取組】 

① 教育・啓発の推進 

事業名 事業内容 担当課 

市民・企業におけ

る人権教育・啓発

の促進 

企業や自治会、各種団体等において、一人ひとりが

人権問題に関心を持ち、さらに理解を深めるような

研修や学習会等を積極的に開催するため、要望に応

じて指導員を派遣し、人権講演等を実施します。 
働く人の人権について、認識を深めるために、啓発

ビデオ等を貸し出し、啓発を推進します。 

人権同和施策課 

介護保険サービス

事業者への啓発 

介護保険サービス事業者に対する集団指導におい

て、介護労働者の労働条件の確保・改善に関する啓

発を行います。 
指導監査課 

市職員・教職員等

に対する研修 
企業局職員を対象に人権研修を行います。 企業総務課 

 

 

 

 

57.5

26.7

27.4

28.6

37.7

19.5

9.5

8.5

1.1

5.2

1.3

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

長時間労働の抑制や有給休暇等の
休暇の取得の取組を促進する

定年の引き上げや継続雇用など高齢者
が働きやすい制度を充実する

本人の適正と能力に基づく公正な採用
や昇給などの普及啓発の実施

非正規雇用者と正規雇用者の
待遇の差を縮小する

育児・介護休業制度の充実や育児・
介護休業の取りやすい環境の整備

職場のハラスメントや心の病等の
相談窓口設置や啓発活動の実施

求人・求職の情報提供や職業能力
開発などの雇用を支援する

働く人の人権を守るための教育・
啓発活動を推進する

特にない

わからない

その他

無回答

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 



- 82 - 
 

② 就労支援・相談体制の充実 

事業名 事業内容 担当課 

各種ハラスメント

やメンタルヘルス

ケアの充実 

職場における※セクシュアル・ハラスメントや※パワ

ー・ハラスメント等の防止及びメンタルヘルスケア

のため、心理カウンセラーや人事担当課職員相談員

による相談を実施します。 

人事課 
企業総務課 
消防総務課 
教育政策課 

働きやすい職場環

境のための就労支

援 

雇用形態にかかわらず、社員の職務や能力等を反映

した賃金制度や処遇体系を構築することが重要であ

るため、関係機関と連携し、企業に取り組みを働き

かけます。 
産業政策課 

労働相談事業を実施し、いじめやパワー・ハラスメ

ントなど就労する上での悩みを聞くとともに、働き

やすい職場環境の実現に向けて、関係機関と連携し、

啓発を図ります。 

就労支援の充実 
障害のある人が、職業を通じて地域で自立した生活

が送れるよう、職場定着支援や生活支援等も含めた

雇用対策の充実を図ります。 
障害者支援課 

 

 

 

（１５）拉致問題 

＜現状と課題＞ 

北朝鮮当局による日本人の拉致問題は、基本的人権に関わる重大な問題であり、２０

０６年（平成１８年）に「拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題への対処に関

する法律」が施行され、毎年１２月１０日から１６日までを「北朝鮮人権侵害問題啓発

週間」とすることとされました。 

本市の意識調査では、「北朝鮮当局による日本人拉致問題について、特にどのような

ことが問題だと思いますか。」という問いに対して、「家族と生活するという当然の権利

が奪われること」が６１．８％、「身体や居住移転の自由を奪われ、帰国できないこと」

が５８．４％、「被害者の情報が得られないこと」が５７．６％となっています。さら

に「拉致問題について、人権上特にどのようなことが必要だと思いますか。」という問

いに対して、「国、地方公共団体、その他の関係団体との連携を強化する」が４２．５％、

「拉致問題の周知を図る取組を積極的に行う」が４１．４％という結果になっています。 

拉致問題の早期解決のためには、幅広い国民の理解と支援が不可欠であり、国民的課

題として国と地方公共団体が足並みを揃え、一体となって世論の啓発等に取り組んでい

くことが必要です。 
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【拉致問題に関する人権上の問題点】 

 

【拉致問題について人権を守るために必要なこと】 

 

57.6

61.8

58.4

3.5

6.3

21.8

0.7

9.3

1.6

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

被害者の情報が得られないこと

家族と生活するという当然
の権利が奪われること

身体や居住移転の自由を奪われ、
帰国できないこと

被害者及びその家族が差別的な
言動を受けること

被害者及びその家族が興味
本位で見られること

拉致問題に対する国民の
理解が足りないこと

特に問題はない

わからない

その他

無回答

41.4

27.4

42.5

20.6

24.2

1.5

17.7

2.2

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

（複数回答、単位：％）

（N=1415）

拉致問題の周知を図る取組を積極的に行う

拉致被害者やその家族が相談
できる体制を整備する

国、地方公共団体、その他の
関係団体との連携を強化する

拉致被害者やその家族のプライバシーを守る

拉致問題が、在日韓国人・在日朝鮮人の人々
等への嫌がらせや差別などの二次的被害につ
ながることのないよう意識啓発をする

特にない

わからない

その他

無回答

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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【具体的な取組】 

① 啓発活動の推進 

事業名 事業内容 担当課 

拉致問題に関する

啓発活動の推進 

拉致問題に対する正しい理解と認識を深めるため、

啓発ビデオ等の貸し出しやポスター等の掲示によっ

て啓発を推進します。また、幅広い市民各層および

国際社会の理解と支持が不可欠であり、その関心と

認識を深めるための啓発を推進します。 

人権同和施策課 

人権教育等の授業で、北朝鮮当局による拉致問題に

関する映像作品等を活用することで、北朝鮮当局に

よる拉致問題について深く認識し、拉致問題を人権

問題として考える契機とします。 

学校支援課 

 

② 拉致問題による二次的被害の防止 

事業名 事業内容 担当課 

拉致問題による二

次的被害の防止 

北朝鮮当局による拉致問題が、在日韓国人・在日朝

鮮人の人々等への嫌がらせや差別などの二次的被害

につながることがないよう意識啓発を推進します。 
人権同和施策課 

 

 

 

（１６）さまざまな人権問題 

① ホームレスの人権 
近年、ホームレスをとりまく状況については、自立の意思がありながらも、やむを

得ない事情により路上生活を余儀なくされ、憲法で保障された健康で文化的な生活

を送ることができず、また、嫌がらせや暴行を受けるなどの人権問題が起こってい

ます。昨今でも、ホームレスの男性が集団暴行を受け殺害されるという痛ましい事

件が起きるなど、ホームレスに対する社会での人権意識の向上が強く求められてい

ます。 

本市の意識調査では、「ホームレスの人権に関することがらについて、特にどのよ

うなことが問題で、今後どのようなことが必要だと思いますか。」という問いに対し

て、「とても問題」と「たぶん問題」と合わせた割合は、「周囲の人から嫌がらせや暴

力を受けること」が７６．９％と最も高く、「とても必要」と「たぶん必要」と合わ

せた割合は、「自立して生活できるための支援」が８０．０％と最も高い結果となっ

ています。 

ホームレスの人が自らの意思で安定した生活を送ることができるように、雇用の

確保や住居、健康管理等の自立支援に取り組むとともに、ホームレスに対する差別

や偏見をなくすために、民間関係団体と連携して市民への教育・啓発を行う必要が

あります。 
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【ホームレス関する人権上の問題点と今後必要なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【具体的な取組】 

① ホームレスの人権 

事業名 事業内容 担当課 

ホームレス対策事

業 

ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法の規

定に基づく生活困窮者自立支援法の一時生活支援事

業やホームレスの実態調査、本市の実情に即したホ

ームレスの施策を実施します。また、業務委託先と

連携し、委託先への聞き取り及び現場への実地調査

を行っています。 

生活支援第２課 

 

25.7

51.8

45.1

36.8

28.2

32.2

23.9

11.9

13.9

6.2

2.6

2.5

7.4

5.4

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

たぶん必要 わからない 必要ではないとても必要

（単数回答、単位：％）

（N=1415）

無回答

相談・支援体制
の充実

自立して生活でき
るための支援

ホームレスの人
権を守るための
教育・啓発活動
を推進する

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 

49.1

37.4

49.1

27.4

36.5

27.8

15.3

17.8

15.4

2.8

2.1

1.4

5.4

6.1

6.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

たぶん問題 わからない 問題ではないとても問題

（単数回答、単位：％）

（N=1415）

周囲の人から嫌
がらせや暴力を
受けること

差別的な言動
をされること

経済的に自立
が困難なこと

無回答
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② 自死（自殺）に関わる人権 
自死（自殺）は、その多くが追い込まれた末の死です。自死（自殺）の背景には、

精神保健上の問題だけでなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立等

様々な社会的要因があることが知られています。 

自殺統計（警察庁）において、全国の自殺者数は、平成１５年の３万４，４２７人

で統計開始以来最多となっています。その後３万人台で推移した後、平成２２年に

減少に転じ、令和元年は最小の２万１６９人となっています。令和２年は１１年ぶ

りに総数が増加に転じ、令和４年では２万１,８８１人となっています。自殺死亡率

（人口１０万人あたりの自殺者数）は、本市においては、全国より高く推移している

現状です。 

本市の意識調査では、「自死（自殺）に関わる人権に関することがらについて、特

にどのようなことが問題だと思いますか。」という問いに対し、「相談できる人や機

関が少ないこと」が「とても問題」と「たぶん問題」を合わせた割合が、８１．５％

と最も高く、また「今後どのようなことが必要だと思いますか。」という問いに対し

ては、「相談体制の充実・確立」が「とても必要」と「たぶん必要」を合わせた割合

が８４．１％で最も高いものでした。このことから市民の自殺対策に対する意識の

高さを伺うことができます。 

本市では、「誰も自殺に追い込まれることのない、いのち支える和歌山市の実現」

を目指し、和歌山市いのち支える自殺対策計画に基づき、「生きるための包括的な支

援」の展開を全庁的に継続して取り組みます。また、ゲートキーパーなど自殺対策を

支える人材の育成や、住民への啓発を推進するとともに、関係機関・関係団体との連

携・協力体制を強化し、対策の充実を図ります。 

 

【自死（自殺）に関する人権上の問題点と今後必要なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談できる人や機
関が少ないこと

自死（自殺）・
自死遺族に対す
る理解や認識が
十分でないこと

マスコミによる過剰
な取材や報道 51.5

41.0

55.0

24.0

31.6

26.5

16.0

18.2

11.2

2.8

3.0

2.4

5.7

6.2

4.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

たぶん問題 わからない 問題ではないとても問題

（単数回答、単位：％）

（N=1415）

無回答

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 



- 87 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な取組】 

② 自死（自殺）に関わる人権 

事業名 事業内容 担当課 

地域自殺対策強化

事業 

自殺対策を「生きるための包括的な支援」として総

合的に推進し、自殺対策に関する普及啓発活動や、

ゲートキーパーの養成、自殺未遂者支援等を実施し、

誰も自殺に追い込まれることのない、いのち支える

和歌山市の実現を目指します。 

保健対策課 

 
 
③ プライバシーの保護 

近年、高度情報通信社会の進展に伴い、個人情報の流出や無断使用等、プライバシ

ーの保護に関わる問題が身近なところで発生しています。 

本市の意識調査では、「プライバシーの保護に関することがらについて、特にどの

ようなことが問題で、今後どのようなことが必要だと思いますか。」という問いに対

して、「とても問題」と「たぶん問題」と合わせた割合は、「自分に関する情報が知ら

ないうちに集められ、管理されること」が８５．８％と最も高く、また、「とても必

要」と「たぶん必要」と合わせた割合は、「個人情報を取扱う職員・従業員等への教

育や監督の強化」が８５．２％と最も高い結果となっています。 

プライバシーの保護は、全ての人にとって、個人の私的な生活を他人の干渉から

守り、日常生活を平穏に過ごすために必要不可欠です。したがって、プライバシーを

めぐる問題は、基本的人権に関わる重要な問題であり、個人に関する情報は最大限

に保護されることが必要です。 

本市においても、２００１年（平成１３年）に「和歌山市個人情報保護条例」を施

行し、また２０２３年度（令和５年度）からは「個人情報の保護に関する法律」に基

づき、個人情報の保護に取り組んでいます。 

また、住民票の写し等が不正な手段によって取得されるといった事態を防ぐため、

「登録型本人通知制度」の周知を図るなど、個人情報の不正取得の防止に関しての

取組を進めてまいります。 

40.2

43.7

57.3

33.4

32.4

26.8

16.6

14.6

8.6

3.5

3.5

1.9

6.3

5.9

5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

たぶん必要 わからない 必要ではないとても必要

（単数回答、単位：％）

（N=1415）

無回答

相談体制の
充実・確立

自死（自殺）
に関する教育
・啓発

自死対策に係る
人材の養成、資
質の向上

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 
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【プライバシーの保護に関する人権上の問題点と今後必要なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【具体的な取組】 

③ プライバシーの保護 

事業名 事業内容 担当課 

個人情報に関する

職員に対する啓発

活動の推進 

マイナンバーを始めとする個人情報の取扱いに関

し、職員に向けた研修、通知等を行うことにより、個

人情報保護の重要性を認識させるとともに、その取

扱いを慎重に行うよう、職員の意識の高揚を図りま

す。 

総務課 
デジタル推進課 

 
 
 

67.7

58.9

51.9

18.1

24.0

30.3

7.6

10.0

9.9

1.1

1.6

2.5

5.5

5.5

5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

たぶん問題 わからない 問題ではないとても問題

（単数回答、単位：％）

（N=1415）

無回答

ダイレクトメール
が届いたり、訪問
や電話による勧誘
を受けること

インターネットの
掲示板への書き込
みや電子メールの
書き込み

自分に関する情
報が知らないう
ちに集められ、
管理されること

資料：２０１９年（令和元年）度人権問題に関する意識調査 

56.9

43.5

49.8

28.3

37.6

34.1

8.3

11.1

8.8

1.1

2.0

1.7

5.4

5.9

5.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

たぶん必要 わからない 必要ではないとても必要

（単数回答、単位：％）

（N=1415）

無回答

個人情報に関する
相談窓口の充実

個人情報保護の意
識を広めるための
広報・啓発活動

個人情報を取扱
う職員・従業員
等への教育や監
督の強化
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④ アイヌの人々の人権 
アイヌの人々は、北海道を中心として先住していた人々であり、固有の言語や生

活習慣など独自の文化を創造し暮らしてきました。近世において、アイヌの人々は、

国による侵略、抑圧の歴史過程において実施された同化政策により、民族独自の文

化や生活習慣を禁止されるなど差別や偏見を長期に渡り受けてきました。 

近年においても、結婚や就職等において差別や偏見があることや、経済的に恵ま

れない状況にある人もいるなど、アイヌの人々を取り巻く社会課題は解消されてい

ません。 

このような中で、２０１９年（令和元年）には、「アイヌの人々の誇りが尊重され

る社会を実現するための施策の推進に関する法律」が施行され、アイヌの人々を「先

住民族」として初めて明記し、差別の禁止が定められるなど、アイヌの人々の民族と

しての誇りが尊重される社会の実現に向けた取組が進められています。 

本市においては、アイヌの人々の歴史や文化が尊重され、差別や偏見のない社会

の実現に向けた取組として、相談窓口等の広報啓発活動を図っています。 

 
 
 
【具体的な取組】 
④ アイヌの人々の人権 

事業名 事業内容 担当課 

アイヌの人々の人

権に関する啓発活

動の推進 

アイヌの人々の人権に関して、関係機関・関係部署

と連携を行うとともに、啓発活動を推進します。 
人権同和施策課 

 
 

 
⑤ ひきこもりの状態にある人 

ひきこもりの状態にある人やその家族は、それぞれ異なる経緯や事情を抱えてお

り、生きづらさと孤立の中で日々葛藤しています。そのため本人、家族の複雑な状況

や心情に時間をかけて丁寧に寄り添う支援が必要です。 

内閣府の２０２２（令和４）年「こども・若者の意識と生活に関する調査報告書」

によると、１５歳から６４歳までの広義のひきこもりにある状態の人は、全国で１

４６万人と推計されており、２０１６（平成２８）年、２０１８（平成３０）年の調

査による推計値より増加しています。 

誰にとっても、安心して過ごせる場所や、自らの役割を感じられる機会があるこ

とが、生きていくための基盤となると考えられています。ひきこもりの状況をでき

るだけ早期に把握し、相談支援につなぎ、併せて、訪問支援や居場所づくり、地域の

様々な社会資源を活用して包括的な支援に取り組みます。また、ひきこもりに関す

る正しい知識を深め、地域での見守りや多職種のネットワークを関係機関と連携し、

支援の充実を図ります。 
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【具体的な取組】 

⑤ ひきこもりの状態にある人 

事業名 事業内容 担当課 

相談支援の充実 

和歌山県精神保健福祉センターが設置している和歌

山県ひきこもり地域支援センターと連携しながら、

本人や家族への相談支援を充実させ、相談者に必要

に応じて適切な専門機関等を紹介します。 保健対策課 

※アウトリーチに

よる相談支援 

ひきこもりの状態にある人について、必要に応じて

家庭への訪問支援を適切に行えるよう、その方法や

体制の整備を図ります。 

 

 

 

これまでに述べた人権問題の他にも、「日本に帰国した中国残留邦人とその家族」、

「色覚特性を持つ人」、「婚外子」、「戸籍に記載がない人」、「貧困・生活困窮者」等の

人権問題が存在しています。 

このような人権問題に対しても、あらゆる機会を捉えて人権意識の高揚を図り、

差別や偏見をなくしていくための施策を推進していくことが必要です。 

 また、国際化や高度情報化、少子高齢化等の社会の急激な変化に伴い、今後新たに

生じるであろう人権問題についても、それぞれの状況に応じて取り組んでいくこと

が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 91 - 
 

第４章 計画の推進 
 

１．計画の位置づけ 

この計画は、２０１８年（平成３０年）に改定した「和歌山市人権施策推進指針」

を道標にして、これまで取り組んできた人権施策等の成果と課題を踏まえ、部落差別

をはじめとするさまざまな人権問題に対する差別や人権侵害をなくし、人権が尊重さ

れるまちづくりの実現を目指して、２０２１年（令和３年）３月に策定した「和歌山

市人権施策推進行動計画［２０２１年（令和３年）度～２０２３年（令和５年）度］」

を改定し、本市が今後進めていくさまざまな人権施策を定めたものです。 

この計画は、新しい法律の施行等で人権をとりまく社会情勢の変化などによって、

事業内容を変更する必要が生じた場合には、その見直しを行います。 

 

 

 

 

２．計画の期間 

和歌山市人権施策推進行動計画［２０２４年（令和６年）度～２０２６年（令和８

年）度］として改定しました。 

 
 
 
 

☆計画期間 
 

2021 年度 

（令和 3 年度） 

2022 年度 

（令和 4 年度） 

2023 年度 

（令和 5 年度） 

2024 年度 

（令和 6 年度） 

2025 年度 

（令和 7 年度） 

2026 年度 

（令和 8 年度） 

第５次和歌山市長期総合計画 

和歌山市人権施策推進指針 

和歌山市人権施策推進行動計画 和歌山市人権施策推進行動計画 
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３．推進体制 

 
１ 庁内の推進体制 

部落差別をはじめとするあらゆる分野の人権施策を総合的に推進するため、全庁的

な組織である「※和歌山市人権・同和対策協議会」の効果的な運営を行います。また、

各分野における施策の推進にあたっては、各課に「※和歌山市人権同和施策推進員」を

配置し、常に人権尊重の視点で施策の点検や評価を行い、見直しや改善を図っていき

ます。 

 諮問機関である「※和歌山市部落差別をはじめあらゆる差別をなくする審議会」に

意見を聴きながら、より実効性のある施策を推進します。 

 
２ 国・県との連携 

さまざまな人権課題に幅広く対応していくとともに、効果的な施策展開を推進する 

ため、国や県との適切な役割分担のもと、情報共有や連携強化を図ります。 

また、効果的な施策の展開を図るため、国・県をはじめ「※和歌山県人権啓発活動ネ

ットワーク協議会」等の関係機関との連携・協力体制をより一層強化します。 

    
３ 民間団体等との連携 

市民参加による人権啓発の推進を図り、人権が尊重される社会の実現を目指すこと 

を目的として組織された「和歌山市人権委員会」との連携を密にして、より効果的な

人権啓発を推進します。 

また、人権侵害の早期発見や救済、効果的な人権教育・啓発の推進を図るため、市

民の協力や人権擁護委員、保護司、民生委員・児童委員をはじめ社会的に重要な役割

を担っている人たち、人権問題に取り組む各種の民間団体・※ＮＰＯ等との連携・協働

を図ることによって、人権教育・啓発や相談・支援等の取組を推進します。 

 

 

 

４．進行管理 
本計画の進行管理については、毎年、各課からの施策の実施状況の報告を受け、人

権同和施策課が施策の進捗状況とその効果を検討するとともに、全庁的組織である

「和歌山市人権・同和対策協議会」や「和歌山市部落差別をはじめあらゆる差別をな

くする審議会」と協議し、その意見を計画の推進に反映します。 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

資 料 編 
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用語の解説 [五十音順]  
 

 

[ ア行 ] 

アウトリーチ 

生活上の課題を抱えながらも自ら援助にアクセスできない個人や家族に対し、家庭や学校

等への訪問支援、当事者が出向きやすい場所での相談会の開催、地域におけるニーズ発見の場

や関係づくりなどにより、支援につながるよう積極的に働きかける取組のことです。 

 

インクルーシブ教育 

人間の多様性の尊重等の強化、障害のある者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大

限度まで発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的の下、障害

のある者と障害のない者が共に学ぶことです。 
 

インフォームドコンセント 

患者・家族が病状や治療について十分に理解し、また、医療職も患者・家族の意向や様々  

な状況や説明内容をどのように受け止めたか、どのような医療を選択するか、患者・家族、

医療職、ソーシャルワーカーやケアマネジャー等関係者と互いに情報共有し、皆で合意す

るプロセスのこととされています。 

 

えせ同和行為 

「同和問題（部落差別）はこわい問題である」という人々の誤った意識に乗じ、例えば、

同和問題（部落差別）に対する理解が足りないなどという理由で難癖を付けて高額の書籍

を売りつけるなど、同和問題（部落差別）を口実にして、会社・個人や官公署等に不当な

利益や義務のないことを求める行為のことです。えせ同和行為は、国民に同和問題（部落

差別）に関する誤った意識を植えつける大きな原因となっています。また、えせ同和行為

の横行は、適正な行政推進の障害となっています。 

 

ＬＧＢＴ 

セクシャルマイノリティを指し、以下の言葉の頭文字をとったものです。 

Ｌesbian（レズビアン）：女性同性愛者 

Ｇay（ゲイ）：男性同性愛者 

Ｂisexual（バイセクシュアル )：両性愛者 

Ｔransgender（トランスジェンダー）：からだの性とこころの性が一致しない人 

 

 

ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス） 

人と人との社会的な繋がりを維持・促進する様々な機能を提供する、会員制のオンライ

ンサービスのことです。友人・知人間のコミュニケーションを円滑にする手段や場を提供

したり、趣味や嗜好、居住地域、出身校、あるいは「友人の友人」といった共通点や繋が

りを通じて新たな人間関係を構築する場を提供するサービスで、Web サイトや専門のス

マートフォンアプリなどで閲覧・利用することが可能です。 

 

ＮＰＯ 

 「Non-Profit Organization」又は「Not-for-Profit Organization」の略称で、様々な

社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し、収益を分配することを目的としない団体の総

称とされています。 
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ＨＩＶ感染症 

ＨＩＶ（Human Immunodeficiency Virus：ヒト免疫不全ウイルス）は、免疫のしくみの

中心であるヘルパーT リンパ球（CD4 細胞）という白血球などに感染します。そして、か

らだを病気から守っている免疫力を破壊していきます。このようにして、抵抗力が落ちる

ことで発症する疾患のうち、代表的な２３の指標となる疾患が決められており、これらを

発症した時点でエイズ発症と診断されています。 

 

[ カ行 ] 

介護保険制度 

介護が必要になった高齢者やその家族を社会全体で支えていく仕組みのことです。「介

護が必要になる」のは限られた人だけでなく、誰にでもその可能性（これをリスクといい

ます）があります。このようなリスクを多くの人で負担しあい、万が一介護が必要になっ

たときに、サービスを利用できるようにする制度とされています。 

 

感染症 

感染症とは、病原体（＝病気を起こす小さな生物)が体に侵入して、症状が出る病気の

こととされています。病原体は大きさや構造によって細菌、ウイルス、真菌、寄生虫等に

分類されます。病原体が体に侵入しても、症状が現れる場合と現れない場合とがあります。

感染症となるかどうかは、病原体の感染力と体の抵抗力とのバランスで決まります。 

 

グループホーム（共同生活援助） 

障害のある人に対して、主として夜間において、共同生活を営むべき住居において行わ

れる相談、入浴、排せつ又は食事の介助その他の必要な日常生活上の援助を行う施設。 

 

合理的配慮 

社会の中にあるバリア（障壁）を取り除くために何らかの対応を必要としているとの意

思が伝えられたときに、負担が重すぎない範囲で対応することとされています。 
 

[ サ行 ] 

人権擁護推進員 

介護施設等における、人権擁護に関する責任者のことです。 

 

ストーカー行為 

 同一の者に対し、恋愛感情その他の好意の感情又はそれが満たされなかったことに対す

る怨恨の感情を充足する目的で、恋愛感情等の対象者又はその配偶者等に対し、「つきま

とい等」の行為を反復して行うこととされています。 
 

性的マイノリティ（セクシュアル・マイノリティ、性的少数者） 

 何らかの意味で「性」のあり方が非典型的な人のこと。ＬＧＢＴ（レズビアン、ゲイ、

バイセクシュアル、トランスジェンダー）や自分を男女どちらとも思わないＸジェンダー、

誰にも性的感情が向かないアセクシュアルなどを含むとされています。 
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成年後見制度 

  認知症、知的障害、精神障害等の理由で判断能力の不十分な方々は、不動産や預貯金等

の財産を管理したり、身のまわりの世話のために介護などのサービスや施設への入所に関

する契約を結んだり、遺産分割の協議をしたりする必要があっても、自分でこれらのこと

をするのが難しい場合があります。また、自分に不利益な契約であってもよく判断ができ

ずに契約を結んでしまい、悪徳商法の被害にあうおそれもあります。このような判断能力

の不十分な方々を保護し、支援する制度のことです。 

 

セクシュアル・ハラスメント 

職場または教育現場において、相手の望まない性的な言動または性差別的な意識に基づ

く行動によって、相手方に不利益を与えたり、不快感を与えて、就学就労や教育環境を悪

化させることです。 

 

[ タ行 ] 

トリプル P（親向けの前向き子育て支援プログラム） 

『Triple P：前向き子育てプログラム』はオーストラリアで開発され、世界２５カ国以

上で実施されている親向けの子育て支援プログラムです。子どもの発達を促しつつ､親子

のコミュニケーション、子どもの問題行動への対処法等、それぞれの親子に合わせた方法

に変えていくための考え方や具体的な子育て技術を学ぶこととされています。 

 

ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ） 

配偶者（事実婚、別居を含む）やパートナー間での暴力のこととされています。暴力に

は殴るけるなどの「身体的暴力」のみならず、威嚇する、ののしる、馬鹿にするなどの「精

神的暴力」、生活費を渡さないなどの「経済的暴力」、性行為を強要するなどの「性的暴力」

も含みます。暴力は相手の尊厳を傷つける重大な人権侵害であり、犯罪となりうる行為で

す。 

 

[ ナ行 ] 

難病 

 発病の機構が明らかでなく、かつ、治療方法が確立していない希少な疾病であって、当

該疾病にかかることにより長期にわたり療養を必要とすることとなるものとされていま

す。 

 

NET１１９番 

音声による１１９番通報が困難な聴覚・言語機能障害のある人が円滑に消防への通報を

行えるようにするシステムです。スマートフォンなどから通報用 Web サイトにアクセス

して、消防本部が消防隊や救急隊をどこに出動させるべきかを判断するために必要な「救

急」「火事」の別と、通報者の位置情報を入力すれば、即座に消防本部に通報が繋がり、

その後にテキストチャットで詳細を確認する仕組みとなっています。 

 

ノーマライゼーション 

一般に、障害のあるなしにかかわらず、地域において、ごく普通の生活をしていけるよ

うな社会をつくっていくこととされています。これは、障害のある人の存在を特別のもの

と考えて社会的に隔離するのではなく、障害のある人もない人も地域でともに生活してい

る状態こそが自然であるという前提のもとに、障害のある人もまた、家庭や地域において

普通の生活を送ることを可能としていくための方策を講じていくことの重要性を訴えて

います。 
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[ ハ行 ] 

バリアフリー 

障害のある人が社会生活をしていく上で障壁（バリア）となるものを除去するという意

味で、もともと住宅建築用語で登場し、段差等の物理的障壁の除去をいうことが多いです

が、より広く障害のある人の社会参加を困難にしている社会的、制度的、心理的なすべて

の障壁の除去という意味でも用いられています。 

 

パワー・ハラスメント 

 同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人間関係等の職場内での優位性を背景に、

業務の適正な範囲を超えて、精神的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為

とされています。 

 

ハンセン病 

 １８７３年にノルウェーのアルマウェル・ハンセン医師により発見された「らい菌」に

よる細菌性感染症のことです。らい菌の感染によって発病することはまれで、現代では外

来治療において確実に治癒する病気となっています。 

 

ピアカウンセリング 

同じこころの病を体験した仲間が、同じ体験をしている仲間の相談にのったり、生活を

助けたりすることで困難を乗り越えることとされています。このような役割をピアサポー

ト（ピアグループ、ピアカウンセリング）といい、仲間同士であるからこそできる尊い支

援となっています。 

 

ヘイトスピーチ 

特定の国の出身者であること又はその子孫であることのみを理由に、日本社会から追い

出そうとしたり危害を加えようとしたりするなどの一方的な内容の言動とされています。 

 

[ マ行 ] 

メディア・リテラシー  

メディアの内容を主体的に読み解き・活用し、メディアを使って表現する能力のことと

されています。 

 

[ ヤ行 ] 

ユニバーサルデザイン 

「バリアフリー」が障害によりもたらされるバリア（障壁）に対処するとの考え方であ

るのに対し、あらかじめ、障害の有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が利

用しやすいよう都市や生活環境をデザインする考え方とされています。 

 

[ ラ行 ] 

リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関する健康と権利） 

１９９４年にカイロで開催された国際人口・開発会議において提唱された概念です。中

心課題には、いつ何人子どもを産むか産まないかを選ぶ自由、安全で満足のいく性生活、

安全な妊娠・出産、子どもが健康に生まれ育つこと等が含まれており、また、思春期や更

年期における健康上の問題等生涯を通じての性と生殖に関する課題が幅広く議論されて

います。 
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[ ワ行 ] 

和歌山県人権啓発活動ネットワーク協議会 

和歌山県民の人権意識を高めていくため、和歌山地方法務局・和歌山県人権擁護委員連

合会・和歌山県の３機関が連携・協力し、和歌山県内における各種人権啓発活動を総合的

かつ効果的に推進することを目的として設立された組織です。 

 

和歌山市部落差別をはじめあらゆる差別をなくする審議会 

部落差別をはじめあらゆる差別をなくすために必要な施策の策定及び推進に関する重

要事項を調査審議し、市長に意見を述べることを目的として設立された組織です。 

 

ワーキンググループ 

作業部会のことで、特定の任務や作業のために設けられる集団のこととされています。 

 

ワーク・ライフ・バランス 

誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たす一方で、子育て・介護の

時間や、家庭、地域、自己啓発等にかかる個人の時間を持てる健康で豊かな生活のこととされ

ています。 

 
和歌山市人権・同和対策協議会 

 同和問題（部落差別）をはじめとするあらゆる人権施策に関する市行政の総合的かつ効

果的な運営を図ることを目的として設立された全庁的な組織です。 

 

和歌山市人権同和施策推進員 

 各所属長を推進員とし、職員一人ひとりの人権意識を高めるとともに、人権施策の推進

を図り、職場内を始め、社会におけるあらゆる人権問題の解決を目指すことを目的に設置

しています。 

 

 ※ 用語の解説は、法務省、文部科学省、厚生労働省のホームページ及び和歌山県人権施策 
 基本方針等を出典元として一部引用しています。 
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